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序　　　　　文

独立行政法人国際協力機構は、フィリピン共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、

2012 年 2 月より技術協力プロジェクト「全国産業クラスター能力向上プロジェクト」を実施して

います。

このたび、本プロジェクトの協力開始から協力期間の約半分が経過し、事業の進捗状況を把握

して今後の活動をより効果・効率的に実施するため、日本国及びフィリピン共和国政府がとるべ

き措置を両政府に提言することを目的として、当機構は、2013 年 9 月 16 日から同年 10 月 3 日

にかけて、当機構産業開発・公共政策部産業・貿易第一課長を団長とする中間レビュー調査団を

派遣しました。

本調査団は、フィリピン共和国側で選出された調査団員とともに、関係機関や専門家への聞取

り調査、プロジェクトサイトでの現地調査を実施し、プロジェクトの運営状況や成果の達成状況

を検証するとともに、合同評価レポートを作成してフィリピン共和国政府関係者と協議議事録（M/
M）の署名を取り交わしました。

本報告書は、同調査団による評価結果及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の事業の

実施にあたり、広く活用されることを願うものです。

調査団派遣にご協力いただいたフィリピン共和国政府・日本国の関係各位に対し、深甚の謝意

を表すとともに、今後のプロジェクトの実施にあたり、引き続きのご支援、ご協力をお願い申し

上げます。

平成 26 年 1 月

独立行政法人国際協力機構

産業開発・公共政策部長　植嶋　卓巳
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１－１ 協力の背景と概要

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）政府は、中期開発計画（2011 ～ 2016）において、

産業の競争力強化、経済成長の加速化、貧困削減、雇用の創出のために、中期目標のひとつと

して「生産性・効率性向上」を掲げているが、このための施策として「中小零細企業支援」並

びに「産業クラスター・アプローチ
1 
の活用」を重視している。

フィリピンにおいて上記中期計画に基づいて産業振興関連施策を調整・統括する立場にある

のは主に貿易産業省（Department of Trade and Industry：DTI）であるが、JICA は DTI に対し

て 2007 年 10 月～ 2010 年 6 月に、フィリピン・ミンダナオ島のダバオをプロジェクトサイト

とした「ダバオ産業クラスター開発プロジェクト（Davao Industry Cluster Capacity Enhancement 
Project：DICCEP）」を実施し、DTI-Region XI（DTI 地方部局のひとつ）の産業クラスター・ア

プローチの実践に係る能力強化を行ったところ、同プロジェクトは特にプロジェクト対象各ク

ラスターの現場レベルで具体的な成果の発現が確認され、DTI による産業クラスター・アプロー

チ推進に係るグッドプラクティスとしてフィリピン国内において高い評価を得た。

上記 DICCEP の成功を受け、DTI は、産業クラスター・アプローチの推進手法を他地域に展

開するとともに、ダバオにおいても DICCEP で実施した活動を継続的に発展させ、将来にわたっ

て産業クラスター・アプローチを全国レベルで継続的に発展・展開させることができるよう技

術協力プロジェクトを要請した。本プロジェクト「全国産業クラスター能力向上プロジェクト

（National Industry Cluster Capacity Enhancement Project：NICCEP）」は、産業クラスター・アプ

ローチのモデルを全国各地で実践し、産業振興の手段として同アプローチを展開、拡大、強化

するのに必要な DTI の能力を向上することを目的とし 2012 年 2 月から開始された。

１． 案件の概要

国　名：フィリピン共和国 案 件名：全国産業クラスター能力向上プロジェクト

分　野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：産業開発・公共政策部 協力金額（評価時点）：9,181 万 2,000 円

協力期間：

2012 年 2 月～ 2015 年 3 月（3 年 2 カ月）

先方関係機関：貿易産業省

日本側協力機関：特になし

他の関連協力：

ダバオ産業クラスター開発プロジェクト（DICCEP）
（2007-2010）

評価調査結果要約表

作成日：2013 年 10 月 15 日

担当部：産業開発・公共政策部産業・貿易第一課

1
　 産業クラスターとは、ある産業を中心に関連産業が特定の地域に集積している状態を指す。クラスターが形成されると、その産

業に焦点を当てた研究機関・大学や、行政機関なども集積、その分野特有の支援機能や、原料供給機能、輸送機能、マーケティ

ング機能などが発達、さらには相互間の競合・情報共有を通じてのノウハウの集積、専門化した労働力の集積などのメリットが

発生する。産業クラスター・アプローチとは、こうした産業集積の利点を関係者の協力（協働）により更に生かしていくための

活動を行うもの。
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１－２ 協力内容

（1）上位目標

産業育成のツールとして、産業クラスター・アプローチが全国各地で実践（複製）される。

（2）プロジェクト目標

産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・アプローチを発展させ

ながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティ
2
（機能・能力）が構築される。

（3）成果（アウトプット）

1　 産業クラスター・アプローチを促進し主流化するための実践的かつ持続的な業務実施上

のワークフローが DTI によって設計され、実践される。

2　 ルソン地方、ビサヤ地方、ダバオ以外のミンダナオ地方において、産業クラスター・ア

プローチのパイロットモデルが確立される。

3　 ダバオにおいて、他地方にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの深化

（発展）モデルが確立される。

（4）投入（中間レビュー時点）

1）　日本側

・　専門家 3 名

‐　 総括 / 産業クラスター振興

‐　 副総括 / トレーニング・ワークショップ計画・ファシリテーション

‐　 業務調整 / クラスター活動モニタリング支援 / トレーニング・ワークショップ計

画・ファシリテーション

・　本邦研修　研修員 8 名

‐　 バッグ、インテリア商品、ギフト商品の日本市場における調査 / 取引

・　機材供与なし

・　在外事業強化費　957 万 3,324 フィリピン・ペソ

2）　フィリピン側

・　カウンターパート（Counterpart：C/P）の配置

‐　 中央レベル 5 名、地方レベル 20 名

・　専門家に必要な執務スペースと設備

・　トレーニング / ワークショップ / モニタリング等の現地活動費

産業クラスター活動費として 1,217 万（2012）、2,333 万（2013）フィリピン・ペソ

が割当てられ、その一部が NICCEP プロジェクトに支出されている。

・　その他（医療サービス支援など）

2
　 ナショナルキャパシティとは、現場レベル（各 Region レベル）で蓄積された産業クラスター・アプローチの実践に係る経験を、

DTI- 地方事業・開発局（Regional Operations and Development Group：RODG）（本省）が取りまとめ、同アプローチを全国に普及

するための DTI 全体としての能力のことである。



iii

３－１　実績の確認

（1）アウトプットの達成度

1）　 産業クラスター・アプローチを促進 / 主流化するための実践的かつ持続的な業務実施

上のワークフローが DTI により策定され実行される。

成果 1 に係る活動に関しては、DTI によりワークフローが策定され、それを基に

活動、モニタリングが実施されている。モニタリングは 1 度実施し、結果を文書化

した。一方、策定されたワークフローはプロジェクト期間内における実施計画となっ

ており、今後、プロジェクト終了後に DTI が自律的に産業クラスター・アプローチ

を実践・拡大していくための業務内容・業務手順のレファレンス文書として改訂さ

れる必要がある。

2）　 ルソン地方、ビサヤ地方、ダバオ以外のミンダナオ地方において、産業クラスター・

アプローチのパイロットモデルが確立される。

成果 2 に係る活動に関しては、対象 16 すべてのクラスターで組織化が終了。合

意形成プロセスを通して、メンバーのビジョンや計画が明確になり、クラスター組

織がチームとして機能するようになった。一方、戦略・計画策定での合意形成に時

間がかかり、全体計画に遅れが生じており、今後の実践・レビューに制約が出ない

よう留意が必要である（10 クラスターは組織設立、実行計画作成が終了し、実施段

階。6 クラスターは戦略・実行計画の基本計画策定が終了し、組織化もある程度終了。

ほとんどのクラスターは実施準備段階にあり、いくつかは既に一部の活動を実施）。

なお、DICCEP の経験が先方関係者に説明され、経験を取りまとめた冊子、マニュ

アルが配布されているが、それらに対するクラスターからの評価は非常に高い。

3）　 ダバオにおいて、他地方にとって参考となるような産業クラスター・アプローチの発

展モデルが確立される。

成果 3 に係る活動に関しても遅れが生じ、成果 2 と同様の状況が生じている。い

くつかのクラスターにおいて既存組織の強化などの達成された成果が観察されたが、

実施が予定より遅れているクラスターもあり今後の進捗について注意深く見守る必

要がある。

各クラスターの計画・実施について、海藻、鉱業、観光、情報通信技術（Information 
and Communication Technology：ICT）、ココナッツクラスターは組織の再構築を実施。

実行計画策定を終了し、実施段階にある。例えば、海藻クラスターでは、（i）海藻

栽培協働組合モデルを使った新たな栽培地拡大（①信頼のできるバイヤーとの協調

２． 評価調査団の概要

調査団

総　括 斉藤　幹也 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第一課　課長

協力企画 木村　明広 JICA 産業開発・公共政策部産業・貿易第一課　副調査役

評価分析 高木　晃 株式会社アイコンズ

調査期間 2013 年 9 月 16 日～ 2013 年 10 月 3 日 評価種類：中間レビュー

３． 評価結果の概要
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による、安定した販売先の確保と技術的助言、②協同組合員への海藻栽培経営手法（記

帳や次年度のための資金確保）、③ドライヤーを利用した魚・エビの養殖などを組み

合わせた海藻栽培の推進）、（ii）海藻栽培での副産品収入を確実にするための実証研

究（海藻ドリップを使った肥料製造など）を活動計画として立て、主に（ii）の活動

を現在実施中である。

マンゴークラスターは組織を再構築中、戦略と実行計画の大枠策定が終了し、準

備段階が終わりつつある。同クラスターでは、栽培の生産性及び品質改善をテーマ

として、クラスター内での技術指導実施（矮木化技術、選別技術）を計画している。

木材クラスターは、既存組織の強化活動を計画、詳細計画を作成中である。同ク

ラスターでは、活動開始当初、早成樹植林の推進による木材資源確保、低コスト住

宅用建材試作などのテーマを検討していたが、天然樹の伐採禁止令が発令され、産

業振興に深刻な影響がもたらされたため、クラスター関係者を増やして、行政、民

間の相互理解促進と合意形成を目的としたガイドブックの作成、フォーラム等を通

じたクラスター組織の強化、生産性改善、付加価値向上のためのバイオマス燃料プ

ロジェクト等を計画している。

バナナクラスターは計画の一部をより明確にする必要があり、継続してコンサル

テーションを行っている段階。同クラスターでは、当初、中華人民共和国（以下、「中

国」と記す）でのフィリピンバナナ輸入禁止の影響で、国内市場開発などがテーマ

として掲げられたが、小農のバナナ栽培管理の悪化が深刻な病害拡大を引き起こし

たため、この対応策に係る実証研究と普及を行うこととした。一方、さまざまな関

係機関でこれら研究が推進されることとなり、関係機関との重複を避け、新たな計

画を検討中である。

（2）プロジェクト目標の達成見込み

産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・アプローチを発展させ

ながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティ（機能・能力）が構築される。

DTI 及びステークホルダーの能力は、研修・ワークショップ、クラスター活動を

通して着実に向上している。その結果、以下の成果発現が確認されている。

・　 11 地方の地方開発協議会（Regional Development Council：RDC）において、産業

クラスター・アプローチを地方開発の重要戦略として、または NICCEP クラスター

の産業を優先産業として認める決議がなされた（指標 1）。
・　�多くのクラスターメンバーは今後の継続的な参加意思を示している（指標 2）。一

方で、クラスター・プロジェクトは実施されたばかりであり、特に民間セクター

からの継続的な参加を促すために、今後のクラスターとしての具体的な成果発現

に注視する必要がある。

・　�DTI では、フィリピン開発計画（Philippine Development Plan：PDP）で重点産業

として取り上げている 32 部門 254 産業（NICCEP の対象はこのうち 19 部門 24
クラスター）に産業クラスター・アプローチを適用する計画で進めており、その

一環として、NICCEP の活動とは別に、それぞれの産業部門に National Industry 
Cluster Coordinator（ 多 く は NICCEP モ デ ル ク ラ ス タ ー の 担 当 DTI Regional 
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Director）を指名し、同 Coordinator を中心に NICCEP 対象のモデルクラスター以

外の産業クラスターに同アプローチを展開する体制としている。同 Coordinator の
リードの下、いろいろな産業部門での National Congress が DTI の予算で活発に開

催され、その産業部門クラスターの立案した NICCEP 活動計画がモデルとして紹

介されている。

・　�DTI が産業クラスター・アプローチを促進・拡大するためのワークフローを作成、

実施中である。本ワークフローの内容は① DTI の組織体制の整備・予算措置・モ

ニタリング、②産業界・学界・行政機関のアウェアネス向上、③人材育成とクラ

スター制度化・実施計画策定。産業クラスター・アプローチの促進・実践のため、

主に現プロジェクト期間中に DTI が行うべき事項・スケジュールが各柱に記載さ

れており、進捗状況もモニターされている。

・　�一方で、本ワークフローはプロジェクト終了後に DTI が自律的に産業クラスター・

アプローチを実践・拡大していくための業務内容・業務手順のレファレンス文書

として改訂される必要がある（指標 4）。プロジェクト終了後も DTI が産業クラス

ター・アプローチを自律的に発展・展開できるよう、クラスター・アプローチ推

進において DTI が担うべき役割、業務を再精査し、ワークフローに含めることが

プロジェクト後半において望まれる。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性：高い

1）　フィリピン政策、わが国援助方針との合致

プロジェクトはフィリピンにおける産業振興政策、そして日本政府のフィリピン援助

方針に合致している。PDP 2011-2016 では、産業の競争力強化、経済成長の加速化、貧困

削減、雇用の創出のために、中期目標として①ビジネス環境整備、②生産性・効率性向上、

③消費者満足度の向上（商品・サービスの品質向上）、を掲げており、特に②生産性・効

率性向上に資するために「中小零細企業支援」並びに「産業クラスター・アプローチ の
活用」を重視している。日本政府の国別援助方針（2012 年）においては、PDP2011-2016
が目標とする包摂的成長の実現に向けた経済協力を実施することを援助の基本方針（大

目標）とし、産業人材の育成、行政能力の向上を含む支援を行うことを重点分野のひと

つとしている。

2）　ターゲットエリア選択

ターゲット産業クラスターの選定は、DTI政策の優先度とRDCを中心とした地方のニー

ズ双方を考慮し決定されている。また、本プロジェクト対象クラスターの多くは、PDP
の優先業種（鉱業、観光、農業関連産業、業務プロセスアウトソーシング）となっている。

3）　ニーズとの適合性

DTI 職員、クラスターメンバーの産業クラスターに係る能力向上に対するニーズは高

い。また、講義形式、ワークショップ形式での技術移転方法とその内容がニーズに適切

に対処しており、高く評価されていることが確認された。
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（2）有効性：やや高い

1）　地方の各クラスターの能力向上

講義形式、ワークショップ形式により、産業クラスター・アプローチに必要な知識、

スキルが適切に提供され、個々の能力向上がなされた。ビジネス環境分析、課題の優先

順位づけ、計画策定を行い、合意形成を図ったが、この合意形成プロセスは個々の能力

向上だけでなくクラスターとしての能力向上にも寄与した。一方、合意形成プロセスに

想定以上の時間がかかり、遅れの原因となった。そのため、クラスターが実施にかける

時間、また実施のレビューを行う機会に制約が生じないよう留意が必要である。

2）　 DTI ナショナル・プロジェクト・マネジメント・オフィス（National Project Management 
Office：NPMO）の能力向上

ワークフローを策定し、またその計画に沿って活動を実施しており、能力向上はある

程度なされたといえる。一方、プロジェクト終了後もDTIが継続的に参照、使用可能なワー

クフローとすることがプロジェクト後半において求められる。

（3）効率性：やや高い

1）　適切な投入と効率的なリソース活用

フィリピン側プロジェクト・マネジャーの任命は予定より遅れたが、日本側、フィリ

ピン側の投入はほぼ計画どおりになされている。日本側は DTI の高いコミットメントを

評価し、DTI やクラスターメンバーは日本人専門家による技術移転に高い満足度を示し

ている。前フェーズの協力である DICCEP の経験を活用していること、DTI 内外のリソー

スを最大限に活用しながらプロジェクト実施を行っていることも高く評価できる。しか

し、活動において当初の計画と比べ遅れがみられる点に留意する必要がある。

2）　クラスター数の増加

DICCEP に比べ、日本側の予算規模はほぼ同額ながら、対象クラスター数は 8 から 24
と大きく増えた。また、プロジェクト開始後のクラスター数の増加もあった。この増加

がプロジェクトチームとクラスターとのコミュニケーション、ファシリテーションなど

に影響し、遅れの一原因となった可能性は否定できない。

（4）インパクト：やや高い

1）　上位目標達成の見込み

NICCEP で獲得した知識・技術を他の産業振興活動に適用している DTI 地方及び州職

員がいる。農業省、科学技術省など他省庁も産業クラスター・アプローチへの参加を通

して以前より NICCEP への関心を強めている。一方、上記 DTI 職員の活動はまだ自主的

なものであり、より体系的に推進できるよう仕組み・ワークフローを見直し、確立する

ことが望まれる。

2）　その他のインパクト

いくつかの産業クラスターにおいて雇用数増加など経済活動が上向きであることが報
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告されている。NICCEP による貢献度を直接評価することは難しいが、NICCEP が経済活

動をある程度活性化させたと考えられる。

（5）持続性：ふつう

1）　政策・制度、組織、技術、財政面、その他

既述のとおり、PDP 2011-2016 では、「産業クラスター・アプローチ の活用」を重視す

ることが明確に記載されており、DTI の主たる業務として次官以下、中央、地方での取

り組みが実施されている。このことは、今後の産業クラスター・アプローチの促進、展

開に十分に貢献し続けるものと考えられる。また、地方及び州レベルでは、NICCEP で

学んだことを他の産業支援活動に既に適用している DTI 職員もおり、まだ改善は必要で

あるが技術面でも一定のレベルにあるといえる。一方で、産業クラスター・アプローチ

を継続して実施していくためには、民間セクター活動に意義（メリット）を認め、推進

していくことが重要で、具体的な成果が重要な要素となる。成果を確認するにはまだ時

間がかかるが、プロジェクト後半において留意が必要である。また、プロジェクト終了

後、DTI が産業クラスター政策で支援するクラスター数を増やすことも想定されている

が、DTI の実施体制や予算面にも留意が必要である。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

1）　関係省庁、地方自治体、学術機関、民間セクターとの協力関係

クラスター・アプローチにおいて、DTI のみならず、関係省庁、地方自治体、学術

機関、民間セクターの適切なステークホルダーを巻き込むこと〔覚書（Memorandum of 
Understanding：MOU）の締結、合同調整委員会（Joint Cordinating Committee：JCC）で

の関係者への報告等〕により、資金、技術的アドバイス、トレーニングなど、外部から

の協力が得やすくなっている。また、本プロジェクトでは、省庁横串で地域開発の重要

事項を決定する RDC に、自身の産業クラスターが優先業種として決議されるよう働きか

けを行うことを計画に取り入れているが、RDC への働きかけが、地方政府、他省庁との

連携強化に有効な手段であることが確認された。

2）　民間セクター主導型活動

民間セクターからの積極的な参加は、民間セクターの実際のニーズをより反映するこ

とにつながり、産業クラスター・アプローチにおける効果的なクラスター組織づくり、

計画策定、実施に貢献していることが観察された。

（2）実施プロセスに関すること

1）　DTI 職員のコミットメント

DTI 中央及び地方職員のコミットメントが極めて高い。中央職員は地方の産業クラス

ター・アプローチ促進をバックアップし、地方及び州職員が活発に活動することを可能

にしている。地方及び州職員は産業クラスターにおける自分たちの役割をよく理解し、

積極的に、しかしファシリテーターの立場に徹して、クラスター活動を推し進めている。
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2）　クラスター活動に係る計画と合意形成プロセス

各クラスターの戦略や実行計画立案における合意形成には計画以上の時間がかかった。

しかし、このプロセスは、メンバーのビジネス環境、問題分析手法の習得など個々の能

力強化に貢献したほか、合意形成の過程が共同作業の場を提供し、クラスターがよりチー

ムとして機能するようになるなど組織強化の面でも貢献した。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

特になし

（2）実施プロセスに関すること

1）　プロジェクト運営・管理

プロジェクト運営・管理は、24 という数多くのクラスターを対象にし、また全国展開

しようとしている本プロジェクトにとり重要な点である。ところどころで遅れがみられ

るなか、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）、活動

計画（Plan of Operation：PO）を適切に参照し、モニタリングにより計画と実績の対比を

明確にさせ、そのモニタリング結果を活用したマネジメントが重要になる。

2）　政府機関における人事配置転換

関連省庁の地方部局、地方自治体の人事異動が、クラスターと政府機関との協力関係

に影響するとの報告がいくつかあった。地方部局や地方自治体の長や職員の交代がある

と、多くの場合、クラスターは産業クラスター・アプローチに関する説明を一からしな

ければならなくなり、それが遅れへとつながる。これに対しプロジェクトは、RDC 決議

を促す、関連省庁間で連携促進のための MOU を結ぶなど公式な形の合意文書を取り付

けることにより既に対処をしているが、同様の対処は今後とも継続していく必要がある。

３－５　結　論

本プロジェクトはフィリピン産業振興政策との合致、DTI の強いコミットメントの下で、円

滑に実施されている。産業クラスター・アプローチに係る専門家による技術移転の評価は極め

て高い。その結果、DTI 以外の他省庁、民間セクター、学術機関からも積極的な参加がなされ、

クラスター内外からの協力獲得につながり、効果的、効率的な事業実施ができている。一方、

各クラスターの計画策定プロセスに想定以上の時間がかかっており、実施プロセスのレビュー

に制限がでる懸念がある。また、本プロジェクト終了後も DTI が産業クラスター・アプローチ

を継続的に推進する際の指針となるように、DTI の果たすべき役割、業務などを盛り込んだワー

クフローのアップデートが必要となる。

３－６　提　言

（1）プロジェクトの実施プロセスに関すること

1）　成果の計測

クラスター・アプローチが持続的に発展するためには、モデルの効果を客観的に検証
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し、見直しを行いながら、活動を維持発展させることが重要。そのためにも、モデル適

用による産業振興の仕組みとしてのメリット、アドバンテージを常に確認するとともに、

各クラスターレベルにおいても、民間への裨益も含め、目標とする成果を定義のうえ、

モデルによって生み出された変化を計測する必要がある。

2）　実施の進捗マネジメント

今次、各クラスターの戦略・活動計画を策定するにあたり、合意形成に一定の時間を

かけたことは必要なことであった。一方で、戦略・計画の策定にプロジェクトの当初計

画から遅延したクラスターが存在し、その分、活動実績・成果や、それを踏まえた計画

の改訂等に影響が出ることが懸念される。クラスターによっては、当初計画から半年遅

れているものもある。進捗遅れの原因を確認・評価のうえ、今後の有効なモデル確立に

生かしていくことが望まれる。また、各クラスターにおいて、遅延分を考慮のうえ、①

活動計画のスケジュールを立て、②四半期ごとのモニタリング / 評価・報告においてス

ケジュールと比した進捗を報告することが肝要であり、DTI Regional Office、DTI 地方事

業・開発局（DTI-Regional Operations and Development Group：RODG）がプロジェクトと

ともに定期的にレビューすることが期待される。

3）　PDM の変更

プロジェクト目標の指標等について、定量的な目標値の設定など、一部見直す。

（2）プロジェクトの実施内容に関すること

1）　産業クラスター・アプローチの政策的枠組みの検討

産業クラスター・アプローチは今後多くの産業に適用され、普及発展していくことが

期待されている。現段階で、DTI の計画によると、32 部門、254 のクラスターに展開し

ていく予定である。しかし、予算や人員が限られているなか、一度に数を増やすことは

現実的でない。どのような考え・タイムフレームをもって維持発展させていくのか、ど

の産業に優先的に焦点を当てていくのか、選定したクラスターへの支援をどのような形

態で続け、卒業させるのか（予算の支援がなくなったとしても、クラスター活動におけ

るファシリテートの継続、官民対話の仕組みの維持、必要に応じたフォローアップ等）、

全国への普及をめざすにあたり、中長期的な視座に立ち、産業クラスター・アプローチ

の枠組みについて十分な検討を行うことが不可欠である。

2）　ワークフローの改訂

構築されたモデルが持続的に発展するために、2015 年 3 月のプロジェクト終了後、

DTI 及び他の関係者が自律的に政策を実行するためのワークフローを定めることが重要

である。関係者がレファレンス文書として活用できるよう、ワークフローを作成する必

要がある。ワークフローに記載されるべき項目としては、上記のクラスター・アプロー

チの枠組み（政策目的、コンセプト、規模等）の検討の下、実施体制と各者の役割、各

者の業務内容・方法・留意点、事例集などが含まれる。
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3）　キャパシティ・ディベロップメント

上記のワークフローを踏まえ、プロジェクトの目標であるナショナル・キャパシティ

を向上させることが、本プロジェクトでは重要である。特に、構築したモデルを用いて

関係者を啓発し、活動を維持発展させる役割を担う DTI RODG がプロジェクト終了後に

その役割を果たすためのキャパシティを十分に獲得することに取り組む必要がある。ま

た、Regional Office においても、プロジェクトを通して獲得されたクラスターレベルの知

見が引き継がれ、ほかに波及していくキャパシティを向上することが望まれる。

4）　関係者との連携構築

産業クラスター・アプローチの要点である、関係各省・官民学の連携も極めて重要で

ある。各省の参画、各省が有する関連する支援スキームとの連携は、既に機能しているケー

スがみられる。このため、地方での具体的な連携状況が中央レベルでも適切に共有され、

政策的なバックアップがなされることが望ましい。JCC の場を活用し、連携事例の報告

相談、各省の政策に基づいた中央からの示唆を得ることができると有効である。
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第１章　中間レビュー調査の概要

１－１　プロジェクトの背景

フィリピン政府は、中期開発計画〔Philippine Development Plan：PDP（2011-2016）〕において、

産業の競争力強化、経済成長の加速化、貧困削減、雇用の創出のために、中期目標として①ビジ

ネス環境整備、②生産性・効率性向上、③消費者満足度の向上（商品・サービスの品質向上）、

を掲げており、特に②生産性・効率性向上に資するために「中小零細企業支援」並びに「産業ク

ラスター・アプローチの活用」を重視している。

フィリピンにおいて上記中期計画に基づいて諸施策を調整・統括する立場にあるのは主に貿易

産業省（Department of Trade and Industry：DTI）であるが、JICA は 2007 年 10 月～ 2010 年 6 月に、フィ

リピン・ミンダナオ島のダバオをプロジェクトサイトとして「ダバオ産業クラスター開発プロ

ジェクト（Davao Industry Cluster Capacity Enhancement Project：DICCEP）を実施し、DTI-Region XI（DTI
の出先機関でありダバオの中小企業振興等を所掌）の産業クラスター・アプローチの実践に係る

能力強化を行ったところ、同プロジェクトは特にプロジェクト対象各クラスターの現場レベルで

具体的な成果の発現が確認され、DTI による産業クラスター・アプローチ推進に係るグッドプラ

クティスとしてフィリピン国内において高い評価を得た。

上記 DICCEP の成功を受け、DTI は、産業クラスター・アプローチの推進手法を他地域に展

開する（=Expansion）とともに、ダバオにおいても DICCEP で実施した活動を継続的に発展させ

（=Upgrade）、将来にわたって産業クラスター・アプローチを全国レベルで継続的に発展・展開

させることができるよう、「全国産業クラスター開発支援計画プロジェクト」を要請した。同要

請に基づき、一連の事前の調査を通じて、協力の枠組みについてフィリピン側と合意がなされ、

2011 年 11 月に技術協力プロジェクト実施に係る討議議事録（Record of Discussions：R/D）が署名

された。

本プロジェクトの目的は、産業クラスター・アプローチのモデルを全国各地で確立する活動を

通して、産業振興の手段として同アプローチを展開、拡大、強化するのに必要な DTI の能力を

向上することである。

今回実施の中間レビュー調査では、プロジェクトが中間点を迎えることから、フィリピン側と

合同でプロジェクトの目標及び成果等の達成度を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の

課題及び今後の方向性について確認し、これらを合同評価報告書に取りまとめ、合意することを

目的として実施した。

１－２　調査団派遣の目的・日程

１－２－１　目　的

①　 これまでのプロジェクト活動について、R/D に基づき、実績、実施プロセスを検証する。

②　 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から分析し、関係

者と協議する。

③　 検証・分析結果を踏まえ、日本側・フィリピン側関係者の双方に対し、必要な提言を行

い、プロジェクト後半の活動計画について協議する。

④　 関係者との協議結果を踏まえ、必要に応じて、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan of Operation：PO）の改訂を提案する。
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⑤　 以上を取りまとめて、中間レビューレポートを作成し、フィリピン側と協議のうえ、協

議議事録（Minutes of Meetings：M/M）として署名交換する。

１－２－２　日　程

日　程 高木団員 斉藤団長、木村団員

9.16 月 17：20 成田発 → 20：55 Manila 着（NH949）

9.17 火

JICA フィリピン事務所との協議

DTI 地方事業・開発局（DTI-Regional Operations and 
Development Group：RODG）との協議

プロジェクト専門家との協議

9.18 水

Manila → Cebu へ移動（PR 843）

ICT クラスター（R-6,7,8）（Visayas）への聞取り

ICT クラスター（R-6,7,8）（Visayas）における現地視察

9.19 木

Mango（Davao）クラスターへの聞取り

Health & Wellness（R-6,7,8）（Visayas）クラスターへの聞

取り

Health & Wellness（R-6,7,8）（Visayas）クラスターにおけ

る現地視察

9.20 金
Tuna（R-12）〔Mindanao（excl. Davao）〕クラスターへの

聞取り

9.21 土 評価報告書ドラフト

9.22 日 評価報告書ドラフト

9.23 月
Mining（Davao）クラスターへの聞取り

Seaweeds（Davao）クラスターへの聞取り

9.24 火

Cebu → Manila へ移動（PR842）

Rubber（R-9）〔Mindanao（excl. Davao）〕クラスターへの

聞取り

17：20 成田発 → 20：55 
マニラ着（NH949）

9.25 水

プロジェクト専門家との協議

DTI-RODG との協議

プロジェクト専門家との協議

9.26 木
観光省（Department of Tourism：DOT）との協議

ICT（R-4A）クラスターへの聞取り
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9.27 金

Makati → Angeles 移動

Bamboo（R-3）（N-Luzon）クラスターへの聞取り

Bamboo（R-3）（N-Luzon）クラスターにおける現地視察

Angeles → Dagupan へ移動

Milkfish（R-1）（N-Luzon）クラスターへの聞取り

9.28 土
Milkfish（R-1）（N-Luzon）クラスターにおける現地視察

Dagupan → Manila へ移動

9.29 日 評価報告書ドラフト / プレゼンテーション準備

9.30 月

科学技術省（Department of Technology and Schience：DOST）との協議

投資委員会（Board of Investment：BOI）投資アドバイザー（JICA 専門家）との協議

プロジェクト専門家との協議

10.1 火
DTI-RODG との M/M 協議

JICA フィリピン事務所との協議

10.2 水
JCC 会合（M/M 署名）

在フィリピン日本大使館への報告

10.3 木 9：30 Manila 発 → 15：00 成田着（NH950）

１－３　調査団の構成

NO. 担当業務 調査団員氏名 所属 / 役職 期　間

1 団　長 斉藤　幹也
JICA 産業開発・公共政策部

産業・貿易第一課　課長

2013 年 9 月 24 日～

10 月 3 日

2 協力企画 木村　明広
JICA 産業開発・公共政策部

産業・貿易第一課　副調査役

2013 年 9 月 24 日～

10 月 3 日

3 評価分析 高木　晃 株式会社アイコンズ
2013 年 9 月 16 日～

10 月 3 日
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第２章　中間レビュー調査の方法

２－１　調査手法

本中間レビュー調査は、新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月改訂）に沿って実施された。

PDM を調査の枠組みとして採用し、プロジェクト評価は評価グリッド（付属資料 2）を基にプ

ロジェクトの現状及び成果を検証し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性）による評価を実施した。中間レビュー調査団はプロジェクトサイトにて本プロジェクト

のフィリピン側担当職員及び日本側専門家、関係機関に対するインタビュー及び質問票による調

査を実施した。中間レビュー調査の分析において用いられた評価 5 項目の定義は下記の表２－１

のとおりである。また評価 5 項目と PDM（上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、投入）

の関係は図２－１のとおりである。

表２－１　評価 5 項目の定義

評価 5 項目 JICA 評価ガイドラインによる定義

1. 妥当性

プロジェクトの妥当性は、政府の開発目標や、対象グループ、及び / または、

フィリピンの最終的な受益者のニーズに関して、プロジェクト目標と上位目

標の正当性によって検討される。

2. 有効性
有効性はプロジェクト目標がどの程度達成されたか、プロジェクト目標と成

果の関連性を解明し評価される。

3. 効率性
プロジェクト実施の効率性は、投入の時期、質及び規模と成果の関係性に焦

点を当て分析を行う。

4. インパクト
インパクトはプロジェクトによってもたらされた正負の影響、計画当初に予

想されなかった影響を含め評価される。

5. 自立発展性
プロジェクトの自立発展性は、プロジェクト終了後、プロジェクトの成果が

持続するか分析し、組織、財政、技術面に関して評価される。

出所：『新 JICA 事業評価ガイドライン（2010 年 6 月改訂）』
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上位目標

プロジェクト目標

活　動

投　入

アウトプット

実績の検証

実施プロセス

の検証 

インパクト 

有効性

効率性

自立発展性

妥当性 

出所：『プロジェクト評価の手引き（2004 年 2 月）』

図２－１　評価 5 項目とログフレームの関連性（概念図）

２－２　主な調査項目とデータ収集方法

本中間レビュー調査に必要な情報は表２－２で示す方法で収集した。

表２－２　データ収集方法及び情報源

データ収集方法 情報源：中間レビューへの回答者

・　 インタビュー

・　 質問票

・　 貿易産業省地方事業・開発局（DTI-RODG）

・　 観光省（DOT）
・　 科学技術省（DOST）
・　 下記クラスターの政府・民間・学術機関等ステークホルダー数名

‐　 ミルクフィッシュ〔Region-1（以下、R-1）〕
‐　 竹（R-3）
‐　 ICT（R-4A）

‐　 ICT（R-6,7,8）
‐　 H&W（R-6, 7, 8）
‐　 ゴム（R-9）
‐　 マンゴー（R-11）
‐　 海藻（R-11）
‐　 鉱業（R-11）
‐　 マグロ（R-12）

・　 NICCEP 日本人専門家
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・　 Document review

・　 フィリピン開発計画（PDP）2011-2016
・　 中小零細企業開発計画 2011-2016
・　 NICCEP プロジェクト進捗報告書

・　 NPMO 報告書

・　 ほか関連書類

* 安全管理上の理由からマンゴー（R-11）、海藻（R-11）、鉱業（R-11）、マグロ（R-12）クラスター

に関しては、現地訪問でなくセブに招いてインタビューを実施した。
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第３章　プロジェクトの実施と実施プロセス

３－１　投入の実績

３－１－１　日本側投入

（1）日本人専門家派遣

中間レビュー時点では合計 3 名の日本人専門家が派遣（表３－１）され、DTI 職員

（DTI-RODG、DTI-Region III、 DTI-Region IV-A、DTI-Region VII、DTI-Region XI、DTI-Region-
XII）とルソン地方、ビサヤ地方、ミンダナオ地方の 24 の産業クラスターメンバーに対す

る能力向上のための技術移転を行っている。

表３－１ 日本人専門家派遣

氏　名 担当業務 派遣期間

猪岡　哲男 総括 / 産業クラスター振興

2012 年 4 月 16 日～ 6 月 2 日

2012 年 7 月 23 日～ 9 月 11 日

2012 年 10 月 21 日～ 11 月 17 日

2013 年 1 月 8 日～ 2 月 7 日

2013 年 4 月 28 日～ 5 月 4 日

2013 年 5 月 19 日～ 6 月 26 日

2013 年 7 月 30 日～ 8 月 23 日

及川　美和子
副総括 / トレーニング・ワークショップ計

画・ファシリテーション（1）

2012 年 4 月 16 日～ 5 月 12 日

2012 年 7 月 23 日～ 9 月 11 日

バルセ　由美
トレーニング・ワークショップ計画・ファ

シリテーション（2）

2012 年 4 月 9 日～ 6 月 5 日

2012 年 7 月 19 日～ 8 月 4 日

2013 年 4 月 28 日～ 5 月 4 日

バルセ　由美 業務調整 / クラスター活動モニタリング支援

2012 年 8 月 5 日～ 9 月 13 日

2012 年 10 月 18 日～ 11 月 20 日

2013 年 1 月 6 日～ 2 月 9 日

2013 年 5 月 19 日～ 6 月 26 日

2013 年 7 月 10 日～ 7 月 13 日

2013 年 7 月 30 日～ 8 月 23 日

（2）本邦研修

これまでのところ本邦研修は 1 回実施されている。当研修は 2013 年 8 月 25 日～ 9 月 7
日に実施され、DTI より 3 名、学術機関より 1 名、民間セクターより 4 名の合計 8 名が参

加した（表３－２）。



－ 8 －

タイトル ：バッグ、インテリア商品、ギフト商品の日本市場における調査 / 取引

研修期間 ：2013 年 8 月 25 日～ 9 月 7 日（14 日間）

訪問先機関 ： 楽居布阪急うめだ本店（アパレル）、財団法人大阪デザインセンター、大

阪市経済戦略局、無印良品 / 株式会社良品計画、東京インターナショナル・

ギフト・ショー秋 2013、株式会社エルプガ（小売、ブランド & 事業コン

サルティング）など

表３－２　本邦研修参加者

氏　名 区分 組　織

1 Jocelyn L.B. Blanco 官 DTI RD Bicol Region

2 Mary Mediatrix V. Villanueva 民 PhilExport, Shelmed Cottage Treasures

3 Cynthia G. Olaguer 官 DTI Albay Provincial Office, Bicol Region

4 Ninfa R. Pelea 学 Bicol University

5 Ma. Nona F. Nicerio 民 The RAINS Handicrafts

6 Maria Nerissa B. Araojo 民 Nesscraft Philippine Industries

7 Cynthia R. Nierras 官 DTI RD Eastern Visayas Region

8 Venus G. Hourani 民 Art N Nature Manufacturing Corp.

（3）現地活動費

2013 年 8 月 23 日時点において、現地活動費（トレーニング、産業クラスター活動費、

交通費、PR 活動費など）として 957 万 3,324 フィリピン・ペソが支出された。

３－１－２　フィリピン側投入

（1）C/P の配置

実施機関である DTI より表３－３に示す 25 名が C/P として配置されている。

表３－３　C/P の配置

プロジェクト

内配置先
タイトル 配置職員

National PMO

National Project Director Undersecretary Zenaida C. Maglaya

National Project Deputy 
Director

Assistant Secretary Bles Lantayona

NPMO Manager
Officer in charge（OIC）Director of BMSMED 
Director Jerry Clavesillas

NPMO Deputy Manager Division Chief Elvira Tan

Technical Staff
Senior Trade and Industry Development Specialist 
Maylene Aquino
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North Luzon
SPMO

SPMO Director OIC Regional Director Judith Angeles（DTI-3）

SPMO Manager OIC – Provincial Director（PD）Elenita Ordonio

SPMO Coordinator Division Chief（DC）Leonor Paningbatan（DTI-3）

SPMO Action Officer Ma. Teresita Guevarra

South Luzon
SPMO

SPMO Director Regional Director Marilou Toledo（DTI4-A）

SPMO Manager
Senior Trade and Industry Development Specialist 
Priscilla Flores（DTI 4-A）

SPMO Coordinator
Trade and Industry Development Specialist Teresita 
Tawingan（DTI-4A）

SPMO Action Officer Genesis Carolina

Visayas SPMO

SPMO Director Regional Director Asteria Caberte（DTI-7）

SPMO Manager DC Victoria Diaz（DTI-7）

SPMO Coordinator
Senior Trade and Industry Development Specialist 
Roselyn Suelto（DTI-7）

SPMO Action Officer Karen Arriesgado

Metro Davao
SPMO

SPMO Director Regional Director Marizon Loreto（DTI-11）

SPMO Manager DC Romeo Castañaga（DTI-11）

SPMO Coordinator
Senior Trade and Industry Development Specialist 
Mary Grace Firmeza（DTI-11）

SPMO Action Officer Romeo Vasquez

Mindanao SPMO

SPMO Director Regional Director Ibrahim Guiamadel（DTI-12）

SPMO Manager Assistant Regional Director Dorecita Delima（DTI-12）

SPMO Coordinator DC Leonard Flores（DTI-12）

SPMO Action Officer Mary Luan Jackie Ositas

プロジェクト C/P として公式に任命されている上記メンバー以外に、他の DTI 地方及び州職員、

特に事業開発部（business development division）職員も NICCEP に関与している。

（2）プロジェクト・オフィス

DTI により、日本人専門家のために NPMO 及び各サテライト・プロジェクト・マネジ

メント・オフィス（Satelite Project Management Office：SMPO）に執務室が提供されている。

（3）トレーニング / ワークショップ / モニタリング等の現地活動費

DTI は 2012 年、1,217 万フィリピン・ペソを産業クラスター活動費に支出した。その一

部が NICCEP プロジェクトのトレーニング / ワークショップ / モニタリング、その他現地

活動費に使用された。2013 年、2,333 万フィリピン・ペソの予算を産業クラスター活動に

割り当て、その一部が NICCEP プロジェクトに支出される。
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（4）その他

①　日本人専門家が医療サービスを受けるためのサポート / 情報提供

②　日本人専門家のための ID カード

③　地図、写真を含む入手可能なデータ、プロジェクト関連情報

３－２　活動の実績

（1）成果 1 のための活動：

1-1　 DTI 及び関係組織の、産業クラスター・アプローチを促進していくための現在の機

能・能力及び人的・資金リソースを精査する。

プロジェクトは、産業クラスター・アプローチ推進に係る DTI 及び関連機関の組織体制、

配属状況、財源などの現状を確認するとともに、DTI の産業振興政策の中での産業クラス

ター・アプローチの意義を確認した。しかし、産業クラスターアプローチに関係する各機

関の機能、関連プログラム等の調査、整理がまだ十分に行われていないなど、若干不十分

な点もみられる。

1-2　 活動 1-1 の結果に基づき、産業クラスター・アプローチを促進するために必要十分な

人的・資金リソースの投入を担保した業務実施上のワークフローを計画する。

DTI-RODG は以下の 3 部から構成される産業クラスター・アプローチ促進のためのワー

クフローを策定した。①産業クラスター・アプローチの管理運営体制確立、担当職員配置

に係る活動、②産学官における産業クラスター・アプローチに対する認知、理解促進に係

る活動、③産業振興の主要アプローチとしての位置づけ、促進、また制度化推進に係る活動。

1-3　 ワークフローを実施するとともに、ワークフローの継続的な改良のためにワークフ

ロー実施の進捗状況をモニタリングする。

活動 1-2 で策定されたワークフローに沿って以下の活動が実施された（一部のみ抜粋）。

①　産業クラスター・アプローチの管理運営体制確立、担当職員配置に係る活動

・　 NPMO プロジェクト・マネジャーを 2013 年 9 月に任命。これにて、NPMO、SPMO
へのすべての人員配置が完了した。

・　 DTI は産業クラスター・アプローチ促進のための NPMO、SPMO に対する 2013 年

度（1 月から 12 月）予算措置を確認した。

・　 DTI はダバオ以外ミンダナオ地方のクラスター活動に対する予算措置を確認した

（なお、これらクラスター活動予算は DTI 負担事項となっている）。

・　 NPMO、SPMO のモニタリグ活動は定期的に実施されている。

②　産学官における産業クラスター・アプローチに対する認知、理解促進に係る活動

・　 NICCEP 活動の PR のため、2 カ月ごとに英語及び日本語版の広報が発行されてい

る（現在のところ第 7 号まで）。

・　 NICCEP ウェブサイトが NPMO により構築された。

③　産業振興の主要アプローチとしての位置づけ、促進、また制度化推進に係る活動

・　 ナショナル・クラスターコーディネーター・トレーニングが実施された。

・　 ③に係るその他の活動はプロジェクト後半において実施される予定である。
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また、ワークフローに基づき、当ワークフローのモニタリグを実施、モニタリグ結果を文

書に取りまとめた（2013 年 9 月）。

（2）成果 2 のための活動：

2-1　 ルソン地方、ビサヤ地方、ダバオ以外のミンダナオ地方における産業クラスターに

ついて調査を実施し、産業クラスター強化の観点から同地方における産業クラスター

の現状・ポテンシャル・阻害要因を把握する。

産業クラスター調査の一環として、産業プロファイル作成を行った。その際、産業クラ

スターメンバーは、所有している情報、クラスター内での役割に応じて、生産量、売上高、

主要マーケットなどの情報収集及び分析に貢献した。また関連文書レビュー、バリュー

チェーンにおけるステークホルダー分析を、モジュール A-1「産業開発のためのクラスター

アプローチ」を通して行った。その後、主にモジュール A-2「戦略的事業計画の策定」を通し、

各クラスターはクラスター強化の観点からそれぞれの事業に関する外部・内部環境を分析

し、クラスターの現状、事業可能性、制約などについて把握した。

2-2　 産学官出身の産業クラスターのコアメンバーが、彼らの所属する産業クラスターを

強化するための活動を企画・実施できるようになるためのトレーニングを実施する。

プロジェクトチームは産業クラスター・アプローチの基礎に関するオリエンテーション

をレクチャー形式で実施し、クラスター及びバリューチェーンのステークホルダー分析を

ワークショップ形式にて実施した（モジュール A-1）。
2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-1 への参加者数

3
は表３－４のとおり。

表３－４　モジュール A-1 への参加者数（成果 2）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 204 127 10 67

2 263 156 9 98

プロジェクトチームは各クラスターに対し、能力強化として外部環境分析、内部資源分

析、戦略策定を行うモジュール A-2 を実施した。当モジュールを通し、参加者はマーケッ

トセグメント分析、競合分析、SWOT 分析を行ってクラスター及び事業環境を把握し、特

性要因図分析を行い戦略と事業計画のドラフト作成を行った。成果 2 対象の 16 クラスター

すべてがこのプロセスを終了している。

3
　 同じモジュール名（A-1 など）の 1 回目と 2 回目以降の内容は基本的に同じであり、ワークプラン内で説明されているモジュー

ル A-1 (1)、A-1 (2) のような内容による分け方ではない。他のモジュール A-2、A-3 等も同様。
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2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-2 への参加者数は表３－５のとおり。

表３－５　モジュール A-2 への参加者数（成果 2）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 306 180 18 108

2 298 174 18 106

その後、各クラスターはモジュール A-2 にて策定した戦略に沿って活動計画の準備を実

施、モジュール A-3「実行計画策定」を通して、参加者は実施計画の基礎的な要件につい

て学んだ。また、クラスター・チームが作成した実施計画ドラフトのレビューが行われ、

クラスターメンバーはスケジュール、予算、モニタリングなどを含めた実行計画作成につ

いての手法を習得した。このモジュール A-3 での計画策定プロセスは戦略、実行計画策定

に係るメンバー間の合意が形成されるまで表３－６に示されるとおり繰り返し実施され

る。

2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-3 への参加者数は表３－６のとおり。

表３－６　モジュール A-3 への参加者数（成果 2）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 224 141 8 75

2 274 170 8 96

3 229 130 13 86

4 21 13 - 8

中間レビュー時点において、アクション・プロジェクトの一部を実施しているクラス

ターがある一方、一部のアクション・プロジェクトに対する実施計画準備最終段階にある

クラスターもある。

なお、上記モジュール参加者数は、プロジェクトチームにより実施された地方レベルの

ワークショップへの参加者数である。しかし、クラスターによっては、彼ら自身で、州レ

ベルでのワークショップを実施し、現状、事業可能性、制約の分析・把握を行うなどの活

動を展開している。

2-3　 産学官出身の産業クラスターのコアメンバーが、彼らの所属する産業クラスターを

強化するためのクラスター活動を取りまとめ、同活動を計画・実施することをサポー

トする。

活動 2-2 で策定した戦略に沿って、各クラスターはモジュール A-3 を通して活動計画を

準備した。クラスターが準備する計画は NPMO による承認が必要だが、このモジュール

A-3 の中で、プロジェクトチームはアクション・プロジェクトが承認される要件として 3
点を挙げ説明した。①産業クラスター・アプローチとしての適切性、②計画の実効可能性、
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有効性、持続性、③プロジェクト実施のための組織体制、④定期的モニタリグの適切性。

中間レビュー時点で、すべてのクラスターは実行計画の大枠策定を終えており、多くの

クラスターはその一部の実施計画の準備を終え（モジュール A-3）、実施段階に進んでいる。

ただし、その中には計画の初期段階のみ承認されたクラスターも含まれる。上記承認のた

めの 3 要件に合う適切な実施計画を策定することが困難なクラスターがいくつかあり、そ

のようなクラスターに対しプロジェクトチームは、実施計画準備のためのフォローアップ

として再度モジュール A-3 を実施している。

2-4　 上記活動をモニタリングし助言を与えるとともに、計画・実施能力をより改善する

ためのワークショップを定期的に実施する。

プロジェクトチームはモニタリグワークショップ（モジュール A-4「プロジェクト・モ

ニタリング・ワークショップ」）を 1 つのクラスターに対して実施し、参加者は報告や評

価などモニタリグに関する事項を学んだ。定期的なモニタリングワークショップ（モジュー

ル A-4）は第 7 次現地作業期間（2013 年 10 月から 11 月）より順次実施される計画となっ

ている。

2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-4 への参加者数は表３－７のとおり。

表３－７　モジュール A-4 への参加者数（成果 2）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 49 16 - 33

（3）成果 3 のための活動：

3-1　 ダバオ地方におけるプロジェクト対象産業クラスターが実施中の活動を確認・分析

するとともに、産業クラスターをより強化するための発展活動を、彼らが計画する

ことを支援するために、定期的にワークショップを実施する。

成果 3 に係る 8 クラスターは DICCEP においてクラスター組織を設立、活動を開始、現

在もその活動を継続実行中であるが、NICCEP において各クラスター・チームはモジュー

ル A-1、A-2 を通してクラスター強化を目的に戦略的方向の見直しを行い、新たな活動計

画並びにアクション・プロジェクトの提案を行った。これらの提案はモジュール A-3 の

ワークショップにおいてその有効性、実施可能性について検証が行われ、その検証結果に

基づき各クラスター・チームがアクション・プロジェクトの改訂版を提出した。

成果 3 に係るクラスターのメンバーは DICCEP において同様のモジュールを受講済みで

あり、NICCEP においては中心的メンバーのみ同モジュールを再受講している。また、産

業クラスター・アプローチに係る指導を一からすべてを行う必要がないため、モジュール

A-1、A-2 は同時に実施された。



－ 14 －

2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-1、A-2 への参加者数は表３－８のとおり。

表３－８　モジュール A-1、A-2 への参加者数（成果 2）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 61 30 2 29

2013 年 8 月 23 日時点でのモジュール A-3 への参加者数は表３－９のとおり。

表３－９　モジュール A-3 への参加者数（成果 3）

No 計（名） 政府機関 学術機関 民間機関

1 65 35 4 26

2 67 38 7 22

3 30 16 4 10

4 32 18 2 12

5 13 8 2 3

3-2　 上記において計画された活動を実施するために必要となる組織を形成することを支

援するとともに、同組織が上記で計画された活動を実施することを支援する。

バナナクラスターを除くすべてのクラスターは活動計画大枠の策定を終了した（バナナ

クラスターは、計画段階において病気、台風、中国からの輸入禁止措置などの影響を受け

計画変更に迫られたため遅れている）。また、バナナクラスターを含むすべてのクラスター

は活動に必要な組織が既に設立されているが、木材クラスターは新たに計画した活動に沿

うように既存組織を再構築中である。ココナッツ、マンゴー、鉱業クラスターにおいても

同様に組織の再構築に着手している。

バナナクラスターを除く多くのクラスターにおいて、いくつかのアクション・プロジェ

クトに対する実施計画が準備された。観光、海藻、鉱業、ココナッツクラスターが実施段

階であるのに対し、実施準備の最終段階にあるクラスターもある。

3-3　 クラスター活動をモニタリングし、活動を改善・強化するため指導・助言を与える

とともに、計画・実施能力をより改善するためのワークショップを定期的に実施す

る。

全 8 クラスターは DICCEP を通じ組織を設立、活動を開始し、現在もその活動を継続実

行中であるが、NICCEP における発展型の活動については、海藻、観光、鉱業、ココナッ

ツクラスターが既に実施段階にある一方、他のクラスターはいまだ計画段階にある。

定期的なモニタリングワークショップは、観光、鉱業、海藻クラスターが既に一度実施

されているが、その他のクラスターについては、第 7 次現地作業期間より順次実施される

計画となっている。
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３－３　成果の達成状況

成果達成の状況は以下のとおりである。

成果 1
産業クラスター・アプローチを促進 / 主流化するための実践的かつ持続的な業務実

施上のワークフローが DTI により策定され実行される。

指　標

1-1　 DTI の既存の機能 / 能力と入手可能な人材 / 財源と産業クラスター促進のため

の関連ステークホルダーについての分析結果が文書化される。

1-2　 1-1 の結果に基づき、産業クラスター促進のための DTI の実行可能なワーク

フローが設計され文書化される。

1-3　 1-2 で設計されたワークフローが実施される。

1-4　 ワークフロー実施におけるモニタリングが実行され、その結果が文書化され

る。

成果 1 は、中間レビュー時点で望まれる達成レベルに対して、ある程度の達成がなされたとい

える。しかし、プロジェクト後半において更なる改善が望まれる。

ワークフロー策定にあたり DTI と関連機関の既存の機能 / 能力、入手可能な人材 / 財源等に関

する一定の分析はされたものの現時点で十分とはいえず、今後結果を文書化する必要もある（指

標 1-1）。
NPMO はプロジェクト実施期間中のためのワークフローを策定し（指標 1-2）、策定されたワー

クフローを基に活動、モニタリングを実施しており（指標 1-3、1-4）、一定の成果達成として評

価される。なお、モニタリングは 6 カ月ごとに実施される計画で、既に 1 度目を実施し、その結

果が文書化されている（2013 年 6 月作成、2013 年 9 月改訂）。

一方、策定されたワークフローはプロジェクト期間内での NPMO の実施計画を記述したもの

となっており、プロジェクト終了後に DTI が自律的に産業クラスター・アプローチを実践・拡

大していくための業務内容・業務手順のレファレンス文書として改訂される必要がある。

成果 2
ルソン地方、ビサヤ地方、ダバオ以外のミンダナオ地方において、産業クラス

ター・アプローチのパイロットモデルが確立される

指　標

2-1　 積極的な参加をする民間、学術機関、公共機関から構成される組織がダバ

オを除くルソン、ビサヤ、ミンダナオにて 16 のパイロット産業クラスター

にて形成される。

2-2　 形成された組織において、1 つ以上の産業クラスター強化のための実行可

能な実行計画が準備され実施される。

2-3　 DICCEP の経験がダバオを除くルソン、ビサヤ、ミンダナオにて導入される。

成果 2 は、中間レビュー時点で望まれる達成レベルに対して、部分的に達成されている。

対象 16 のすべてのクラスターにおいて、産学官から適切なメンバーを集めた組織化が終了し

ており、産業クラスター発展における重要な進捗がみられる（指標 2-1）。しかしながら、戦略、

実行計画作成などにおける合意形成に想定以上の時間がかかり、計画段階における遅れとなって

いる（指標 2-2）。
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多くのクラスターメンバーは、この合意形成プロセスを通して、不明確であった事業展開にお

けるビジョンや計画が明確なものとなり、組織が形式的なものでなく真にチームとして機能する

ように変化したと捉えており、NICCEP のアプローチを評価している。例えば、ICT クラスター

のあるメンバーからは「今までは取り組みたいことが山ほどあったものの、まとまりがなく結局、

何も手がつけられなかった。このプロセスを通して、頭が整理され、計画文書という形でまとまっ

たことは大きな成果でプロジェクトに感謝している」とのコメントがあった。特に特性要因図に

よる分析が良かったとしたコメントも多かった。一方で、この計画段階における合意形成プロセ

スが全体の遅れを生じさせており、各クラスターがプロジェクトを実施する機会、実施をレビュー

する機会、教訓を引き出すための機会に制約が生じないよう留意する必要がある。

なお、遅れの原因はほかにもある。プロジェクト実施期間中に、関連省庁地方事務所、地方政

府における人事異動があり、そのため彼らに産業クラスターについて一からの説明が必要となり

遅れが発生したとするクラスターがいくつかあった。Health & Wellness クラスターは異なる産業

セクターメンバーから構成される産業クラスター運営の難しさ（ビジョン、事業の方向性、優先

度などに関する合意形成）、ワークショップを行う際の移動の大変さからくる遅れについて指摘

している。ミンダナオのクラスターはプロジェクト開始後に NICCEP の対象クラスターとして追

加されたため、それによる遅れもあった。

上記の結果、成果 2 に係るクラスターの計画・実施状況は以下のとおりとなっている。

①　10 クラスターは組織設立、実行計画作成が終了し、実施段階にある。

②　 6 クラスターは戦略・実行計画の基本計画策定が終了し、組織化もある程度終了している。

ほとんどのクラスターは実施準備段階にあり、いくつかは既に一部の活動を実施している。

本中間レビュー時点で、モジュール A-3 を通し、16 すべてのクラスターは実行計画の大枠策

定が終了し、大部分はいくつかのアクション・プロジェクトに対する実施計画策定が終了してい

る。ほとんどのクラスターは、まだその実施計画をより精緻化する必要がある一方、すべてのク

ラスターが実施段階へ進むことが推奨されている
4
。

上記活動を通し、DICCEP の経験が導入された（指標 2-3）。ワークショップでは、DICCEP の

経験が説明され、同時に DICCEP の経験を取りまとめた冊子、DICCEP で使用されたマニュアル

が配布されているが、それらの経験・情報共有に対するクラスターメンバーからの評価は非常に

高い。また、DICCEP の成功がクラスターメンバーからも高く評価されており、その評価が産業

クラスター・アプローチに対する信頼感につながり、関係者の参加を促していることがインタ

ビュー、質問票回答などから読み取れた。

4
　 日本人専門家によると、クラスターメンバーが策定した実施計画が不完全であっても、実際に実施することによる学習も重要で

あり、実施しながら計画の改善を図ることが適当な場合があるため、たとえ合格ラインを下回る計画であってもある程度のとこ

ろで実施段階へ移行させる場合があるとのこと。
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成果 3
ダバオにおいて、他地域にとって参考となるような産業クラスター・アプローチ

の発展モデルが確立される。

指　標

3-1　 6 つの産業クラスターのそれぞれが、ダバオにおける更なる産業クラスター

強化を目的とした発展産業クラスター・アプローチのためのプロジェクトを

少なくとも 1 つ実施する。

3-2　 他州への展開の準備のため、発展産業クラスター・アプローチからの教訓が

引き出され文書化される。

中間レビュー時点で望まれる達成レベルに対し、成果 3 は部分的に達成されている。

一方、成果 3 に係る活動に関しても遅れが生じ、成果 2 と同様の状況が生じている。いくつか

のクラスターにおいて既存組織の強化などの達成された成果が観察されたが、実施が予定より遅

れているクラスターもあり今後の進捗について注意深く見守る必要がある。

上記の結果、成果 3 に係るクラスターの計画・実施に係る状況（指標 3-1）は以下のとおりとなっ

ている。

（1） 海藻、鉱業、観光、ICT、ココナッツクラスターは既存組織の再構築を実施した。海藻ク

ラスターなどいくつかのクラスターでは生産量増加が課題のひとつとなっている。そのよ

うな状況下、再構築においては、ステークホルダー、対象地域の拡大を行っており、事業

拡大による成果が今後出てくることが期待される。

（2）�海藻、鉱業、観光、ICT、ココナッツクラスターは実行計画策定を終了し実施段階にある。

（3）�例えば、海藻クラスターでは、（i）海藻栽培協働組合モデルを使った新たな栽培地拡大〔①

信頼のできるバイヤーとの協調による、安定した販売先の確保と技術的助言、②協同組合

員への海藻栽培経営手法（記帳や次年度のための資金確保）、③ドライヤーを利用した魚・

エビの養殖などを組み合わせた海藻栽培の推進〕、（ii）海藻栽培での副産品収入を確実に

するための実証研究（海藻ドリップを使った肥料製造など）を活動計画として立て、主に

（ii）の活動を現在実施中である。

（4）�マンゴークラスターは組織を再構築中、戦略と実行計画の大枠策定が終了し、準備段階が

終わりつつある。同クラスターでは、栽培の生産性及び品質改善をテーマとして、クラス

ター内での技術指導実施（矮木化技術、選別技術）を計画している。

（5）�木材クラスターは、既存組織の強化活動を計画、詳細計画を作成中である。同クラスター

では、活動開始当初、早成樹植林の推進による木材資源確保、低コスト住宅用建材試作な

どのテーマを検討していたが、天然樹の伐採禁止令が発令され、産業振興に深刻な影響が

もたらされたため、クラスター関係者を増やして、行政、民間の相互理解促進と合意形成

を目的としたガイドブックの作成、フォーラム等を通じたクラスター組織の強化、生産性

改善、付加価値向上のためのバイオマス燃料プロジェクト等を計画している。

（6）�バナナクラスターは計画の一部をより明確にする必要があり、継続してコンサルテーショ

ンを行っている段階。同クラスターでは、当初、中国でのフィリピンバナナ輸入禁止の影

響で、国内市場開発などがテーマとして掲げられたが、小農のバナナ栽培管理の悪化が深

刻な病害拡大を引き起こしたため、この対応策に係る実証研究と普及を行うこととした。

一方、さまざまな関係機関でこれら研究が推進されることとなり、関係機関との重複を避
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け、新たな計画を検討中である。

上記活動から得られる教訓（指標 3-2）はプロジェクト後半に発現すると考えられるため、そ

の発現に言及するのは早いが、いくつかのクラスターで予定より遅延がみられる現在の進捗状況

をかんがみると、プロジェクト終了時までの成果達成についての懸念が残る。プロジェクト後半

において各クラスターの進捗についてより注意を払う必要がある。

３－４　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト

目　標

産業振興を目的とした持続可能かつ複製可能な産業クラスター・アプローチ

を発展させながら展開させるための DTI のナショナルキャパシティ（機能・

能力）が構築される。

指　標

1.　 RDC または経済開発協議会（Economic Development Committee：EDC）が産

業クラスター・アプローチを産業発展のための有効な手段と認識している

地方（リージョン）の数

2.　 産業クラスター・アプローチを産業振興策として継続するとコミットして

いる NICCEP 産業クラスターを代表するクラスター組織の数

3.　 異なる産業クラスター、関連する参加者間のコミュニケーションの発展

4.　 産業クラスター促進 / 主流化のための有効なワークフローが存在すること

DTI 及び関連ステークホルダーの産業クラスター・アプローチ推進に係る計画・実施能力

は、研修・ワークショップ、そして実際のクラスター活動を通して着実に向上している。そ

れぞれのクラスター活動を推進する能力に加え、クラスター・アプローチを強化、展開する

ための能力も徐々に強化されており、そのような能力向上の結果、現在のところ、以下の成

果が観測されている。

（1） 11 地方の RDC において、産業クラスター・アプローチが地方発展の重要な戦略として、

または NICCEP が選定しているクラスターの産業が優先産業として認識されたとの決議が

なされた。（指標 1）
（2）�ほとんどのクラスターメンバーは現在のクラスター活動への参加姿勢をはっきりと示して

おり、また今後の継続的な参加意思も有している（指標 2）。質問票による調査によれば、

すべての回答者が産業クラスター・アプローチを事業発展の有効な手段であると捉え、今

後の継続的な参加意向があると回答している。また、個々で事業活動を行うのではなくク

ラスターとして活動すると他のステークホルダーからの協力が得やすくなるということ

を、多くのクラスターメンバーが共通して認識しており、またそれをクラスターから得ら

れる便益として捉えていることが確認された。DOST 等の関連省庁は、DTI が牽引するク

ラスターという枠があると、彼らとしても支援が行いやすくなるというコメントをしてお

り、クラスターメンバーの認識と合致するものとなっている。一方で、各クラスターの活

動は計画段階での遅れがあり、プロジェクト実施は開始されたばかり（まだ準備中のクラ

スターもある）である。特に民間セクターメンバーのモチベーション、継続した参加意思

に影響する具体的な便益という点においては、まだ十分な発現に至っていない。
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（3）�クラスター内でのプロジェクトが開始されたばかりであり、クラスター間でのコミュニ

ケーション（指標 3）に言及するのは早いが、現段階においてもいくつかの動きが観察さ

れる。DTI では、フィリピン開発計画（Philippine Development Plan：PDP）で重点産業とし

て取り上げている 32 部門 254 産業（NICCEP の対象はこのうち 19 部門 24 クラスター）に

産業クラスター・アプローチを適用する計画で進めており、その一環として、NICCEP の

活動とは別に、それぞれの産業部門に National Industry Cluster Coordinator（多くは NICCEP
モデルクラスターの担当 DTI Regional Director）を指名し、同 Coordinator を中心に NICCEP
対象のモデルクラスター以外の産業クラスターに同アプローチを展開する体制としてい

る。同 Coordinator リードの下、いろいろな産業部門での National Congress が DTI の予算で

活発に開催され、その産業部門クラスターの立案した NICCEP 活動計画がモデルとして紹

介されている。

（4）�DTI が産業クラスター・アプローチを促進・拡大するためのワークフローを作成、実施中

である。本ワークフローの内容は、① DTI の組織体制の整備・予算措置・モニタリング、

②産業界・学界・行政機関のアウェアネス向上、③人材育成とクラスター制度化・実施計

画策定。産業クラスター・アプローチの促進・実践のため、主に現プロジェクト期間中に

DTI が行うべき事項・スケジュールが記載されており、進捗状況もモニターされている。

（5）�一方で、本ワークフローはプロジェクト終了後に DTI が自律的に産業クラスター・アプ

ローチを実践・拡大していくための業務内容・業務手順のレファレンス文書として改訂さ

れる必要がある（指標 4）。プロジェクト終了後も DTI が産業クラスター・アプローチを

自律的に発展・展開できるよう、クラスター・アプローチ推進において DTI が担うべき役

割、業務を再精査し、ワークフローに含めることがプロジェクト後半において望まれる。

加えて、本プロジェクト目標の指標が十分に明確でないことを指摘しておく必要がある。定量

化できるものは定量化を図る、目標値を定めるなど、プロジェクト後半に向けて PDM を関係者

とともに整理し、プロジェクトが最終的にめざす目標とその指標を今一度精査し、具体化するこ

とが重要である。

３－５　上位目標の達成の見込み

上位目標
産業クラスター・アプローチが産業振興のツールとして全国各地で複製され

る。

指　標

1.　 NICCEP 支援の産業クラスターの枠を越えて産業クラスター組織が設立さ

れ産業発展のための活動が開始される。

2.　 NICCEP 支援の産業クラスターの活動が継続され強化される。

3.　 ダバオにおける産業クラスターを強化するための発展した活動が他のクラ

スターで複製される。

地方及び州レベルにおいて、DTI 地方及び州職員が、産業クラスター・アプローチを他の産業

振興活動に適用、または適用しようとする試み、新たな産業クラスターを形成しようとする動き

がみられる。また、産業クラスター・アプローチの全面的な適用でないものの、SWOT 分析など

一部のコンポーネントを事業発展支援に取り込んでいる例もある。この意味において、上位目標
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（指標 1）は部分的に発現しているといえ、現在がプロジェクト中間地点であることを考えると

大きな成果であるといえる。

一方、この産業クラスター・アプローチの複製に向けた動きは、現時点では一部の DTI 地方

職員による自発的な取り組みにとどまっている。この動きを持続的なものとするためには、産業

クラスター・アプローチを組織として体系立てて推進する必要があり、プロジェクト後半におい

て、DTI が継続して活用できるワークフローの策定を進めることが望まれる。

本調査時点での質問票調査によれば、回答者の全員が今後も継続して産業クラスターに参加す

る意向を表明している（指標 2）。一方、便益と認識されている事項は、ワークショップによる

事業分析・計画策定能力向上などであり、事業発展から生まれる具体的な成果はまだ上がってい

ない。プロジェクト終了後も継続的に活動をするには、具体的な成果は重要な要素であり、プロ

ジェクト後半において注意深く見守る必要がある。

３－６　実施プロセス

（1）プロジェクト運営・管理

DTI は定期的なモニタリング、結果の文書化、報告を体系的に実施している。多くのクラ

スターでは、クラスターの戦略と活動計画に「モニタリングと評価」コンポーネントが含ま

れている。プロジェクト運営・管理は、24 という数多くのクラスターを対象にし、また全

国展開しようとしている NICCEP にとり重要な点である。ところどころで遅れがみられるな

か、PDM、PO を適切に参照し、モニタリングにより計画と実績の対比を明確にさせ、その

結果を活用したマネジメントが重要になる。

（2）DTI 職員のコミットメント

DTI 中央及び地方職員のコミットメントは目を見張るものがある。中央職員の産業クラス

ター・アプローチ促進に対する強い意思が、地方及び州職員が活発に活動することを可能に

している。地方及び州職員は産業クラスターにおける自分たちの役割をよく理解し、積極的

に、しかし、ファシリテーターの立場に徹して、クラスター活動を推し進めている。DTI の
すべての階層の強いコミットメントが産業クラスター・アプローチ促進の推進力となってい

る。

（3）関係省庁、地方自治体、学術機関、民間セクターとの協力関係

産業クラスター・アプローチのそれぞれのクラスターに対するインプットは、資金という

意味においては、必ずしも十分ではない。しかし、クラスター・アプローチにおいて、関係

省庁、地方自治体、学術機関、民間セクターと協力関係を築くことにより、資金という形だ

けでなく、技術的アドバイス、有益な情報、トレーニングという形においても外部からの協

力を得やすくなっている。さらに、この協調的行動は、RDC が産業クラスター・アプロー

チを有効な施策として捉えたり、NICCEP 対象クラスターの産業をその地方の重要産業とし

て認識したりすることを促進している。

（4）計画と合意形成プロセス

各クラスターの戦略や実行計画立案における合意形成には計画以上の時間がかかった。し
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かし、このプロセスにより、メンバーは何が問題で何を優先的に取り組むべきかなど問題を

整理できるようになるなど、個々の能力強化に貢献した。また、合意形成の過程でクラスター

がよりチームとして機能するようになったとのコメントが多く挙げられており、組織強化の

面においても貢献するものであった。

（5）民間セクター主導型活動

民間セクターからの積極的な参加は、民間セクターの実際のニーズをより反映することに

つながり、産業クラスター・アプローチにおける効果的なクラスター組織づくり、計画策定、

実施に貢献していることが観察された。

（6）政府機関における人事配置転換

関連省庁の地方部局、地方自治体の人事異動が、クラスターと政府機関との協力関係に

影響するとの報告があった。地方部局や地方自治体の長や職員の交代があると、多くの場

合、クラスターは産業クラスター・アプローチに関する説明を一からしなければならなくな

り、それが遅れへとつながる。これに対しプロジェクトは、RDC 決議を促す、関連省庁間

で MOU5
を結ぶなど公式な形の合意文書を取り付けることにより既に対処をしているが、同

様の対処は今後とも継続していく必要がある。

5
　 DTI のほか、農業省、科学技術省など 10 の省庁が協調して、貧困削減、雇用創出などの課題に取り組むことを目的としたもの。

この MOU の中で、DTI は、主に NICCEP を通じてこの目的に貢献することをうたっており、他省庁が NICEEP へ協力する際の

根拠ともなる。
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第４章　5 項目評価による評価結果

４－１　妥当性

以下のとおり、本プロジェクトはフィリピンのニーズと政策に合致しておりターゲット選定も

適切に行われ、また、わが国の援助方針とも整合性を有しており、妥当性は「高い」と評価される。

（1）フィリピン政策、わが国援助方針との合致

プロジェクト目標、上位目標はフィリピンにおける産業振興政策、そして日本政府のフィ

リピン支援方針に合致している。フィリピン政府の PDP 2011-2016 において、生産性・効率

性向上を中期目標のひとつとして掲げているが、その中で、中小零細企業支援、産業クラス

ター・アプローチの活用重視をうたっている。産業クラスターの振興は、個々個別の企業へ

の支援を行う中小零細企業振興に対し、企業の集積・集合に対して施策を講じることで、よ

り効果・効率的な振興を行うことを目的としたものである。フィリピンにおいては、生産性・

効率性向上の政策目的の下に、中小零細企業振興と産業クラスター・アプローチの両方の施

策が重視されているが、限られたリソースの中で島嶼地域に散在する地方中小零細企業を支

援するにあたり、効果・効率性を意識した産業クラスター・アプローチを適用しようとする

ことは理にかなっている。本アプローチは、まずは地方部の有望な産業を限られたリソース

の中で振興し、地方の経済活性化・雇用創出をめざした「地場産業をクラスター・アプロー

チで振興するもの」と捉えるべきであろう。かかる認識の下、フィリピン側の肩幅にあった

地域の産業育成の枠組みをプロジェクトの中で方向づけすることが必要である。

また、外務省の国別援助方針（2012 年）において、PDP2011-2016 が目標とする包摂的成

長の実現に向けた経済協力を実施することを援助の基本方針（大目標）とし、産業人材の育

成、行政能力の向上を含む支援を行うことを重点分野のひとつとして掲げている。本プロジェ

クトは、PDP でも言及のある産業クラスターに係る産業人材育成、行政能力向上に寄与する

ものであり、整合性がある。

（2）ターゲットエリア選択

ターゲット産業クラスターの選定は、DTI 政策の優先度と RDC を中心とした地方のニー

ズ双方を考慮し決定されている。また、本プロジェクト対象クラスターの多くは、PDP に記

載の優先業種、鉱業、観光、農業関連産業、業務プロセスアウトソーシングとなっている。

国の政策と地元ニーズに沿った適切なターゲットクラスターの選定であった。

（3）ニーズ

NICCEP の裨益者である DTI 職員、クラスターメンバーなどの産業クラスターに係る能力

向上に対するニーズは高い。そして講義形式、ワークショップ形式での技術移転が彼らのニー

ズに適切に対処しており、高く評価されていることがインタビュー及び質問票により確認さ

れた。

４－２　有効性

以下のとおり、クラスターレベル、NPMO レベルにおいても、本プロジェクトにより能力向上



－ 23 －

がなされた一方、まだ留意が必要な点があり、有効性は「やや高い」と評価される。

（1）地方の各クラスターレベルでの能力向上

講義形式、ワークショップ形式を適切に組み合わせ、産業クラスター・アプローチに必要

な知識、スキルが適切に提供され、関連ステークホルダーの個々の能力向上がなされた。ク

ラスター組織を形成する過程、また形成後の計画段階にて、協同作業により、ステークホル

ダー分析、ビジネス環境分析、取り組むべき課題の優先順位づけなどの課題に取り組んだ。

多くのメンバー間における合意形成プロセスは、メンバーにとって困難な作業であったが、

このプロセスは個々人の能力向上だけでなく、メンバーがチームとして機能し、共同して行

動するという組織としての能力向上にも寄与した。これらの能力向上は、メンバー自身も認

識し高く評価をしており、プロジェクトが達成した成果のひとつとして高く評価できる。

一方、このクラスターの計画段階における合意形成プロセスに時間を要したことはプロ

ジェクト全体の遅れの原因ともなっており、実践を通した能力向上が制約的となる可能性が

ある。この遅れにより、クラスターが実施にかける時間、プロジェクトがその実施のレビュー

を行う十分な機会、それらから得られる能力向上機会が制約されないよう留意する必要があ

る。例えば、どのようにしたらクラスターはより具体的な成果、メンバーにとっての便益を

生み出すことができるのかを検証すること、そしてその便益を他のクラスターに好例として

示していくことは重要である。

（2）DTI（NPMO）の能力向上

NPMO はワークフローを策定し、またその計画に沿って活動を実施しており、DTI の産業

クラスター・アプローチを継続的に促進・展開するための能力向上はある程度なされたとい

える。一方、プロジェクト終了後もDTIが継続的に参照、使用可能なワークフローとするため、

プロジェクト後半において更なる技術移転が望まれる。

４－３　効率性

以下のとおり、基本的に計画どおりの適切な投入がなされ、その評価も高い。DICCEP での経

験も活用しており、また、DTI 以外のリソースの活用も図られている。一方、活動の遅れにより

具体的な成果発現に影響が生じないよう留意が必要であり、効率性は「やや高い」と評価される。

（1）適切な投入と効率的なリソース活用

専門家派遣などの日本側の投入とフィリピン側の投入はほぼ計画どおりになされている。

フィリピン側プロジェクト・マネジャーの任命は予定より遅れたが、今のところプロジェ

クト実施に大きな影響はない。日本側は DTI のプロジェクト実施に対する積極的な主導権

を高く評価し、DTI やクラスターメンバーは日本人専門家による技術移転に高い満足度を

示しており、質の高い投入が行われたと評価できる。加えて、DICCEP で蓄積された経験を

NICCEP において効果的に活用していること、製造部門の加工、保管等に係る共同設備（Shared 
Service Facility：SSF）への補助金供与など、DTI 内のリソースや他省庁のリソースを最大限

に活用しながらプロジェクト実施を行っていることも高く評価できる。

しかし、各クラスターの組織化、計画、実施などの活動において遅れがみられる。これに
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より期待される成果達成に影響が生じないか、プロジェクト後半において留意する必要があ

る。

（2）クラスター数の増加

DICCEP に比べ、日本側の予算規模はほぼ同額ながら、対象クラスターの数は 8 から 24
と大きく増えた。また、プロジェクト開始後のクラスター数の増加もあった。この増加がプ

ロジェクトチームとクラスターとのコミュニケーション、ファシリテーションなどに影響

し、遅れの一原因となった可能性は否定できない。

（3）その他未発現の成果

活動 1-1 において、DTI と関連機関の現状分析はある程度なされているにもかかわらず、

それに対応する成果である現状分析に関する文書化が完了していない。適切に PDM、PO を

参照しプロジェクト運営を行っていく必要がある。

４－４　インパクト

中間レビュー時点で本プロジェクトのインパクトを評価することは早いが、以下のとおり、一

部の DTI 職員が産業クラスター・アプローチの他への適用を行っているが、DTI の体制としては

不十分である点、ワークフローは策定されたものの、まだ改善の余地がある点などから、インパ

クトは「やや高い」と評価される。

（1）上位目標達成の見込み

上位目標である産業クラスター・アプローチの複製という点において、部分的であるが、

既にインパクトの発現がされているといえる。NICCEP で獲得した知識・技術を他の産業振

興活動に適用している DTI 地方及び州職員がいる。農業省、科学技術省など他省庁も産業

クラスター・アプローチへの参加を通して以前より NICCEP への関心を強めている。これら

の事実は本プロジェクトの素晴らしさを示すものといえる。一方、上記 DTI 職員の活動は

まだ個々の自主的なものであり、インパクトの達成を確かなものにするために、DTI が産業

クラスター・アプローチをより体系的に促進するための考察を再度行い、ワークフローに反

映させることが望まれる。

（2）その他のインパクト

NPMO 報告書はいくつかの産業クラスターにおける経済活動が、雇用数増加など、上向

きであることを報告している。それらの数値のうち NICCEP による貢献がどの程度であるか

を評価することは難しいが、NICCEP がクラスター内における経済活動をある程度活性化さ

せたことは間違いないと考えられる。

４－５　持続性

中間レビュー時点で本プロジェクトの持続性を評価することは早いが、以下のとおり、政策的

裏づけ、DTI のコミットメント、能力強化などは持続性に貢献すると考えられる一方、DTI の体制、

予算措置など留意事項もあることから、持続性は「ふつう」と評価される。
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（1）政策・制度、組織、技術、財政面、その他

既述のとおり、PDP 2011-2016 では、「産業クラスター・アプローチ の活用」を重視する

ことが明確に記載されており、DTI の主たる業務として次官以下、中央、地方での取り組み

が実施されている。このことは、今後の産業クラスター・アプローチの促進、展開に十分に

貢献し続けるものと考えられる。

プロジェクト終了後の持続性を確かなものにするために DTI が果たすべき役割と作業項

目はワークフローに組み込まれることが必要である等の課題があるものの、DTI のナショナ

ル・キャパシティは今後のプロジェクト後半において更に強化されると期待される。また、

地方及び州レベルでは、NICCEP で学んだことを他の産業支援活動に既に適用している DTI
職員もいる。その質は更に向上させる必要があるが、このような自発的な姿勢、動きは継続

して行われることが望まれる。

一方で、産業クラスター・アプローチを継続して実施していくためには、具体的な成果の

発現が重要な要素となる。クラスターにおけるプロジェクト活動はまだ始まったばかりで成

果を確認するにはまだ時間がかかり、プロジェクト後半において留意が必要である。また、

プロジェクト終了後、DTI が産業クラスター政策で支援するクラスター数が増えることが想

定されることから、DTI は実施体制を更に強化することが必要である。クラスター数の増加

により予算に対する懸念も生じ、予算と政策・制度において引き続き注意して見守る必要が

ある。

４－６　結　論

プロジェクトはフィリピン産業振興政策との合致、DTI の強いコミットメントがあり、円滑に

実施されている。産業クラスター・アプローチに係る専門家による技術移転の評価は極めて高

い。その結果、DTI 以外の他省庁、民間セクター、学術機関からも積極的な参加がなされ、クラ

スター内外からの協力獲得につながり、効果的、効率的な事業実施ができている。一方、各クラ

スターの計画策定プロセスに想定以上の時間がかかっており、実施プロセスの実践とレビューに

制約が生じないよう留意する必要がある。また、本プロジェクト終了後も DTI が産業クラスター・

アプローチを継続的に推進する際の指針となるように、DTI の果たすべき役割、業務などを盛り

込んだワークフローのアップデートが必要となる。
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第５章　提　言

５－１　プロジェクトの実施プロセスに関すること

（1）成果の計測

クラスター・アプローチが持続的に発展するためには、モデルの効果を客観的に検証し、

見直しを行いながら、活動を維持発展させることが重要。そのためにも、モデル適用による

産業振興の仕組みとしてのメリット、アドバンテージを常に確認するとともに、各クラスター

レベルにおいても、民間への裨益も含め、目標とする成果を定義のうえ、モデルによって生

み出された変化を計測する必要がある。

（2）実施の進捗マネジメント

今次、各クラスターの戦略・活動計画を策定するにあたり、合意形成に一定の時間をかけ

たことは必要なことであった。一方で、戦略・計画の策定にプロジェクトの当初計画から遅

延したクラスターが存在し、その分、活動実績・成果や、それを踏まえた計画の改訂等に影

響が出ることが懸念される。クラスターによっては、当初計画から半年遅れているものもあ

る。進捗遅れの原因を確認・評価のうえ、今後の有効なモデル確立に生かしていくことが望

まれる。また、各クラスターにおいて、遅延分を考慮のうえ、①活動計画のスケジュールを

立て、②四半期ごとのモニタリング / 評価・報告においてスケジュールと比した進捗を報告

することが肝要であり、DTI Regional Office、DTI RODG がプロジェクトとともに定期的にレ

ビューすることが期待される。

（3）PDM の変更

プロジェクト目標の指標等について、定量的な目標値の設定など、一部見直す必要がある。

５－２ プロジェクトの実施内容に関すること

（1）産業クラスター・アプローチの政策的枠組みの検討

産業クラスター・アプローチは今後多くの産業に適用され、普及発展していくことが期待

されている。現段階で、DTI の計画によると、32 部門、254 のクラスターに展開していく予

定である。しかし、予算や人員が限られているなか、一度に数を増やすことは現実的でない。

どのような考え・タイムフレームをもって維持発展させていくのか、どの産業に優先的に焦

点を当てていくのか、選定したクラスターへの支援をどのような形態で続け、卒業させるの

か（予算の支援がなくなったとしても、クラスター活動におけるファシリテートの継続、官

民対話の仕組みの維持、必要に応じたフォローアップ等）、全国への普及をめざすにあたり、

中長期的な視座に立ち、産業クラスター・アプローチの枠組みについて十分な検討を行うこ

とが不可欠である。

（2）ワークフローの改訂

構築されたモデルが持続的に発展するために、2015 年 3 月のプロジェクト終了後、DTI 及
び他の関係者が自律的に政策を実行するためのワークフローを定めることが重要である。関

係者がレファレンス文書として活用できるよう、ワークフローを作成する必要がある。ワー
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クフローに記載されるべき項目としては、上記のクラスター・アプローチの枠組み（政策目

的、コンセプト、規模等）の検討の下、実施体制と各者の役割、各者の業務内容・方法・留

意点、事例集等が含まれる。

（3）キャパシティ・ディベロップメント

上記のワークフローを踏まえ、プロジェクトの目標であるナショナル・キャパシティを向

上させることが、本プロジェクトでは重要である。特に、構築したモデルを用いて関係者

を啓発し、活動を維持発展させる役割を担う DTI RODG がプロジェクト終了後にその役割

を果たすためのキャパシティを十分に獲得することに取り組む必要がある。また、Regional 
Office においても、プロジェクトを通して獲得されたクラスターレベルの知見が引き継がれ、

他に波及していくキャパシティを向上することが望まれる。

（4）関係者との連携構築

産業クラスター・アプローチの要点である、関係各省・官民学の連携も極めて重要である。

各省の参画、各省が有する関連する支援スキームとの連携は、既に機能しているケースがみ

られる。このため、地方での具体的な連携状況が中央レベルでも適切に共有され、政策的な

バックアップがなされることが望ましい。JCC の場を活用し、連携事例の報告相談、各省の

政策に基づいた中央からの示唆を得ることができると有効である。
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P
下

の
産

業

ク
ラ

ス
タ

ー
を

代
表

す
る

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
組

織
の

数
 

ほ
と

ん
ど

の
ク

ラ
ス

タ
ー

メ
ン

バ
ー

は
現

在
の
ク
ラ
ス
タ
ー
活
動
へ
の
参
加
姿
勢
を
は
っ
き
り
と
示
し
て
お
り
、
ま
た
今

後
の

継
続

的
な

参
加

意
思

も
有

し
て

い
る

。
質
問
票
に
よ
る
調
査
に
よ
れ
ば
、
す
べ
て
の
回
答
者
（
n
=
1
9
）
が
産
業
ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
を

事
業

発
展

の
有

効
な
手
段
で
あ
る
と
捉
え
、
今
後
の
継
続
的
な
参
加
意
向
が
あ
る
と
回
答
し
て

い
る

。
 

ク
ラ

ス
タ

ー
メ

ン
バ

ー
が

ク
ラ

ス
タ

ー
に

コ
ミ
ッ
ト
す
る
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
メ
ン
バ
ー
が
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
か
ら
便
益

を
感

じ
な

け
れ

ば
い

け
な

い
が

、
個

々
で

事
業
活
動
を
行
う
の
で
は
な
く
ク
ラ
ス
タ
ー
と
し
て
活
動
す
る
と
他
の
ス
テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
か

ら
の

協
力

が
得

や
す

く
な

る
と
い
う
こ
と
を
、
多
く
の
ク
ラ
ス
タ
ー
メ
ン
バ
ー
が
共
通
し
て
認
識
し
て
お

り
、

ま
た

そ
れ

を
ク

ラ
ス

タ
ー

か
ら

得
ら

れ
る
便
益
と
し
て
捉
え
て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。
 

一
方

で
、

各
ク

ラ
ス

タ
ー

の
活

動
は

計
画

段
階
で
の
遅
れ
が
あ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
は
開
始
さ
れ
た
ば
か
り
（
ま
だ

準
備

中
の

ク
ラ

ス
タ

ー
も

あ
る

）
で

あ
る

。
特
に
民
間
セ
ク
タ
ー
メ
ン
バ
ー
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、
継
続
し
た
参
加
意
思

に
影

響
す

る
具

体
的

な
便

益
と

い
う

点
に

お
い
て
は
、
ま
だ
十
分
な
成
果
を
出
し
て
い
な
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

に
お

い
て

、
ま

だ
予

断
を

許
さ
な
い
。
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指
標

3：
異

な
る

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
、

関
連

す
る

参
加

者
に

お
け

る
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
発

展
 

ク
ラ

ス
タ

ー
内

で
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
開

始
さ
れ
た
ば
か
り
で
あ
り
、
ク
ラ
ス
タ
ー
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

盤
に

な
っ

て
発

現
す

る
指

標
と
考
え
ら
れ
る
が
、
現
段
階
に
お
い
て
も
い
く
つ
か
の
動
き
が
観
察
さ
れ
る
。

例
え

ば
、
N
a
t
i
o
n
a
l
 C
o
n
g
r
e
s
s
開

催
な

ど
、
地
方
の

1
つ
の
ク

ラ
ス
タ
ー
と
い
う
枠
を
越
え
、
複
数
地
方
の
ク
ラ
ス
タ
ー

を
束

ね
た

国
レ

ベ
ル

の
会

議
が

活
発

に
開

催
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、
こ
の
よ
う
な
動
き
は
、
ク
ラ
ス
タ
ー
間
の
連
携
を
促

進
す

る
役

割
を

担
う

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

ク
ラ

ス
タ
ー
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
に
よ
り
推
進
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
コ
ー
デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
多

く
は

N
I
C
C
E
P
モ

デ
ル

ク
ラ
ス
タ
ー
の

D
T
I
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
よ
り
任
命
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、

会
議

に
係

る
予

算
は

D
T
I
資

源
を

活
用

し
て
い
る
。
 

そ
の

ほ
か

、
マ

イ
ニ

ン
グ

ク
ラ

ス
タ

ー
で

作
っ
た
ブ
レ
ス
レ
ッ
ト
を
観
光
ク
ラ
ス
タ
ー
活
動
に
お
け
る
お
土
産
物
と
し
て

使
う

な
ど

の
連

携
が

あ
る

。
 

指
標

4：
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

促
進

/
主

流
化

の
た

め
の

有
効

な
ワ

ー
ク

フ
ロ

ー
が

存
在

す
る

こ
と

 

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

は
既

に
策

定
さ

れ
て

お
り

、
一
定
の
成
果
で
あ
る
と
評
価
さ
れ
る
が
、
改
善
の
余
地
が
残
る
。
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

D
T
I
が

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
自
律
的
に
発
展
・
展
開
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
よ
う
、
ク

ラ
ス

タ
ー

・
ア

プ
ロ

ー
チ

推
進

に
お

い
て

D
T
I
が
担
う
べ
き
役
割
、
業
務
を
再
精
査
し
、
そ
の
結
果
を
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
に

含
め

る
こ

と
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

後
半

に
お

い
て
望
ま
れ
る
。
 

成
果

の
達

成
状

況
 

成
果

1：
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー
・
ア

プ
ロ

ー
チ

を
促

進
し

主
流

化
す

る
た

め
の

実
践

的
か

つ
持

続
的

な
業

務
実

施
上

の
ワ

ー
ク

フ
ロ

ー
が

D
T
I
 
に

よ

っ
て

計
画

さ
れ

、
実

践
さ

れ
る

、
の

達
成

見
込

み
は

？
 

D
T
I
の

既
存

の
機

能
/
能

力
と

入
手

可
能

な
人

材
/
財

源
と

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
促

進
の

た
め

の
関

連
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
に

つ
い

て
の

分
析

結
果

が
文

書
化

さ
れ

る
。

 

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

策
定

に
あ

た
り

D
T
I
と

関
連

機
関
の
既
存
の
機
能
/
能
力
、
入
手
可
能
な
人
材
/
財
源
等
に
関
す
る
一
定
の

分
析

は
さ

れ
た

も
の

の
十

分
と

は
い

え
ず

、
ま
た
分
析
結
果
が
文
書
化
さ
れ
て
い
な
い
。
 

 
 

1
-
1
の

結
果

に
基

づ
き

、
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

促
進

の
た

め
の

D
T
I
の

実
行

可
能

な

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

が
設

計
さ

れ
文

書
化

さ
れ

る
。

 

D
T
I
-
R
O
D
G
は

以
下

の
3
部

か
ら

構
成

さ
れ
る
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
促
進
の
た
め
の
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
を
策
定
し

た
；

(
a
)
 
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

・
ア

プ
ロ

ー
チ

の
管
理
運
営
体
制
確
立
、
担
当
職
員
配
置
に
係
る
活
動
、
(
b
)
 
産
学
官
に
お

け
る

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
に

対
す
る
認
知
、
理
解
促
進
に
係
る
活
動
、
(
c
)
 
産
業
振
興
の
主
要
ア
プ
ロ
ー
チ

と
し

て
位

置
づ

け
、

促
進

、
ま

た
制

度
化

推
進
に
係
る
活
動
 

一
方

、
策

定
さ

れ
た

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

は
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
内
で
の

N
P
M
O
の
実
施
計
画
を
記
述
し
た
も
の
と
な
っ
て
お
り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
に

D
T
I
が

自
律

的
に

産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
実
践
・
拡
大
し
て
い
く
た
め
の
業
務
内

容
・

業
務

手
順

の
レ

フ
ァ

レ
ン

ス
文

書
と

し
て
改
訂
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
 

 
 

1
-
2
で

設
計

さ
れ

た
ワ

ー
ク

フ
ロ

ー
が

実
施

さ
れ

る
。

 

策
定

さ
れ

た
ワ

ー
ク

フ
ロ

ー
を

基
に

活
動

を
実
施
し
て
お
り
、
現
時
点
に
お
い
て
成
果
は
達
成
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

実
施

に
お

け
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
実

行
さ

れ
、

そ
の

結
果

が
文

書
化

さ
れ

る
。

 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
6
カ

月
ご

と
に

実
施

さ
れ
る
計
画
で
あ
る
が
、
既
に

1
度
目

を
実
施
し
、
そ
の
結
果
が
文
書
化
さ
れ
て

い
る

（
2
0
1
3
年

6
月

作
成

、
2
0
1
3
年

9
月
改
訂
）
。
 

結
果

は
、

日
本

人
専

門
家

の
指

導
に

よ
り

、
計
画
と
実
績
を
対
比
し
た
も
の
に
な
っ
て
い
る
が
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
を

利
用

し
て

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

ま
だ
改
善
の
余
地
が
残
る
。
 

 
 

成
果

2：
ル

ソ
ン

地
域

、
ビ

サ
ヤ

地
域

、
ダ

バ
オ

以
外

の
ミ

ン
ダ

ナ
オ

地
域

に
お

い
て

、
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

・
ア

プ
ロ

ー
チ

の
パ

イ
ロ

ッ
ト

モ
デ

ル
が

確
立

さ
れ

る
 

 
 

積
極

的
な

参
加

を
す

る
民

間
、

学
術

機
関

、
公

共
機

関
か

ら
の

組
織

が
ダ

バ
オ

を
除

く
ル

ソ
ン
（

L
u
z
o
n
）
、

ビ
サ

ヤ
（

V
i
s
a
y
a
s
）
、
ミ

ン
ダ

ナ
オ

（
M
i
n
d
a
n
a
o
）

対
象

1
6
の

す
べ

て
の

ク
ラ

ス
タ

ー
に

お
い

て
、
産
学
官
か
ら
適
切
な
メ
ン
バ
ー
を
集
め
た
組
織
化
が
終
了
し
て
お
り
、
成

果
が

達
成

さ
れ

て
い

る
。

 

た
だ

し
、

組
織

は
流

動
的

な
も

の
で

あ
り

、
メ
ン
バ
ー
の
入
れ
替
わ
り
な
ど
は
今
後
と
も
継
続
的
に
生
じ
る
。
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に
て

1
6
の

パ
イ

ロ
ッ

ト
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

に
て

形
成

さ
れ

る
。

 

 
 

形
成

さ
れ

た
組

織
に

お
い

て
、
1
つ

以
上

の
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

強
化

の
た

め
の

実
行

可
能

な
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
が

準
備

さ
れ

実
施

さ
れ

る
。

 

戦
略

、
実

行
計

画
作

成
な

ど
に

お
け

る
合

意
形
成
に
想
定
以
上
の
時
間
が
か
か
り
、
計
画
段
階
に
お
け
る
遅
れ
と
な
っ
て

い
る

。
そ

の
結

果
、

ク
ラ

ス
タ

ー
の

計
画

・
実
施
状
況
は
以
下
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
る
。
 

・
 

1
0
ク

ラ
ス

タ
ー

は
実

行
計

画
作

成
が

終
了
し
、
実
施
段
階
に
あ
る
。
 

・
 

6
ク

ラ
ス

タ
ー

は
戦

略
・

実
行

計
画

の
基
本
計
画
策
定
が
終
了
。
ほ
と
ん
ど
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は
実
施
準
備
段
階
に
あ

り
、

い
く

つ
か

は
既

に
一

部
の

活
動

を
実
施
し
て
い
る
。
 

1
6
す

べ
て

の
ク

ラ
ス

タ
ー

は
実

行
計

画
の
大
枠
策
定
が
終
了
し
、
大
部
分
は
い
く
つ
か
の
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
対

す
る

実
施

計
画

策
定

が
終

了
し

て
い

る
。
ほ
と
ん
ど
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は
、
ま
だ
そ
の
実
施
計
画
を
よ
り
精
緻
化
す
る

必
要

が
あ

る
一

方
、

す
べ

て
の

ク
ラ

ス
タ

ー
が
実
施
段
階
へ
進
む
こ
と
が
専
門
家
に
よ
り
推
奨
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

D
I
C
C
E
P
の

経
験

が
D
a
v
a
o

を
除

く
L
u
z
o
n
、
V
i
s
a
y
a
s
、

M
i
n
d
a
n
a
o
 
に

て
導

入
さ

れ
る

。
 

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
で

は
、

D
I
C
C
E
P
の

経
験
が
説
明
さ
れ
、
同
時
に

D
I
C
C
E
P
の
経
験
を
取
り
ま
と
め
た
冊
子
、
D
I
C
C
E
P
で

使
用

さ
れ

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
配

布
さ

れ
て

い
る
。
ま
た
、
そ
れ
ら
の
経
験
・
情
報
共
有
に
対
す
る
ク
ラ
ス
タ
ー
メ
ン
バ
ー

か
ら

の
評

価
は

非
常

に
高

い
。

 

 
 

成
果

3：
ダ

バ
オ

に
お

い
て

、
他

地
域

に
と

っ
て

参
考

と
な

る
よ

う
な

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
の

発
展

モ
デ

ル
が

確
立

さ
れ

る
。

 

 
 

６
つ

の
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

の
そ

れ
ぞ

れ
が

、
ダ

バ
オ

に
お

け
る

更
な

る
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

強
化

を
目

的
と

し
た

発
展

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
の

た
め

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

少
な

く
と

も
１

つ
実

施
す

る
。

中
間

レ
ビ

ュ
ー

時
点

で
望

ま
れ

る
達

成
レ

ベ
ル
に
対
し
、
成
果

3
の
達
成
は
部
分
的
で
あ
る
。
成
果

3
に
係
る
活

動
に
関

し
て

も
遅

れ
が

生
じ

、
成

果
2
と

同
様

の
状
況
が
生
じ
て
い
る
。
い
く
つ
か
の
ク
ラ
ス
タ
ー
に
お
い
て
既
存
組
織
の
強
化

な
ど

の
達

成
さ

れ
た

成
果

が
観

察
さ

れ
た

が
、
実
施
が
予
定
よ
り
遅
れ
て
い
る
ク
ラ
ス
タ
ー
も
あ
り
今
後
の
進
捗
に
つ
い

て
注

意
深

く
見

守
る

必
要

が
あ

る
。

 

上
記

の
結

果
、
成

果
3
に

係
る

ク
ラ

ス
タ

ー
の
計
画
・
実
施
に
係
る
状
況
（
指
標

3
-
1
）
は
以
下
の
と
お
り
と
な
っ
て
い
る
。 

・
 

海
藻

、
鉱

業
、
観

光
、
I
C
T
、
コ

コ
ナ
ッ
ツ
ク
ラ
ス
タ
ー
は
既
存
組
織
の
再
構
築
を
実
施
し
た
。
海
藻
ク
ラ
ス
タ
ー
な

ど
い

く
つ

か
の

ク
ラ

ス
タ

ー
で

は
生

産
量
増
加
が
課
題
の
ひ
と
つ
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
よ
う
な
状
況
下
、
再
構
築

に
お

い
て

は
、

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

、
対
象
地
域
の
拡
大
を
行
っ
て
お
り
、
事
業
拡
大
に
よ
る
成
果
が
今
後
出
て
く

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
。

 

・
 

海
藻

、
鉱

業
、

観
光

、
I
C
T
、

コ
コ

ナ
ッ
ツ
ク
ラ
ス
タ
ー
は
実
行
計
画
策
定
を
終
了
し
実
施
段
階
に
あ
る
。
 

・
 

マ
ン

ゴ
ー

ク
ラ

ス
タ

ー
は

組
織

を
再

構
築
中
で
あ
り
、
戦
略
と
実
行
計
画
の
大
枠
策
定
が
終
了
し
て
お
り
、
準
備
段

階
が

終
わ

り
つ

つ
あ

る
。

 

・
 

木
材

ク
ラ

ス
タ

ー
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活
動
の
一
部
と
し
て
既
存
組
織
の
強
化
活
動
を
計
画
し
て
お
り
、
こ
れ
に
係

る
詳

細
（

予
算

・
時

期
等

）
の

計
画

を
作
成
中
で
あ
る
。
 

・
 

バ
ナ

ナ
ク

ラ
ス

タ
ー

は
計

画
を

提
出

済
み
で
あ
る
が
、
そ
の
活
動
の
一
部
に
つ
い
て
内
容
、
目
的
、
期
待
さ
れ
る
成

果
等

を
よ

り
明

確
に

す
る

必
要

が
あ

り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
が
継
続
し
て
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
て
い

る
段

階
で

あ
る

。
 

 
 

他
州

へ
の

展
開

の
準

備
の

た
め

、
発

展
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

・
ア

プ
ロ

ー
チ

か
ら

の
教

訓
が

引
き

出
さ

れ
文

書
化

さ
れ

る
。

 

当
成

果
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

半
に

お
い

て
発
現
す
る
と
思
わ
れ
る
。
い
く
つ
か
の
ク
ラ
ス
タ
ー
で
予
定
よ
り
遅
延
が
み

ら
れ

る
現

在
の

進
捗

状
況

を
か

ん
が

み
る

と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
の
成
果
達
成
に
つ
い
て
の
懸
念
が
残
る
。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
後

半
に

お
い

て
各

ク
ラ

ス
タ

ー
の
進
捗
に
つ
い
て
よ
り
注
意
を
払
う
必
要
が
あ
る
。
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 実

施
プ

ロ
セ

ス
の

検
証

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問

 
判

断
基
準

・
方

法
 

結
 

果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

活
動
の
実

施
 

活
動

の
実

績
、

計
画

と
乖

離
あ

る
場

合
、

そ
の

理
由

は
？

 
 

計
画

の
乖

離
と

そ
の

理
由

 
ク

ラ
ス
タ
ー
活
動
に
お
け
る
計
画
策
定
に
遅
れ
が
生
じ
て
い
る
。
そ
れ
に
伴
い
、
ク

ラ
ス

タ
ー
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
に
遅
れ
が
み
ら
れ
る
。
 

こ
れ

は
、
主
に
ク
ラ
ス
タ
ー
の
計
画
策
定
に
お
け
る
合
意
形
成
に
十
分
な
時
間
を
と

る
よ

う
に
し
た
た
め
で
あ
る
。
た
だ
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
に
は
終
了
が
見
込

ま
れ

て
い
る
。
 

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

は
ど

の
よ

う
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

実
施

体
制
・
方

法
 

N
P
M
O
、
S
P
M
O
は

、
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施
し
、
結
果
の
文
書
化
、
報
告
を

体
系

的
に
実
施
し
て
い
る
。
多
く
の
ク
ラ
ス
タ
ー
で
は
、
ク
ラ
ス
タ
ー
の
戦
略
と
活

動
計

画
に
「
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価
」
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
が
含
ま
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
個
別
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
は
、
計
画
の
遅
れ
に
よ
り
、
実
施
が
遅
れ
、
モ
ニ
タ

リ
ン

グ
は
こ
れ
か
ら
の
段
階
で
あ
る
。
 

活
動

1
-
1
に
対

す
る
成
果
（
文
書
化
）
が
発
現
し
て
い
な
い
が
、
P
D
M
の
適
切
な
参

照
が

さ
れ
て
い
な
こ
と
が
原
因
と
思
わ
れ
る
。
 

技
術
移
転

の
方
法
 

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

。
 

技
術

移
転

が
C
/
P
に

対
し

て
的

確
に

行
わ

れ
た

か
ど

う
か

を
確

認
す

る
。
 

D
I
C
C
E
P
同
様
、
レ
ク
チ
ャ
ー
式
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
に
よ
り
的

確
な

技
術
移
転
が
行
わ
れ
て
お
り
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
参
加
者
の
満
足
度
は
非
常
に
高

い
。

 

た
だ

し
、
共
通
モ
ジ
ュ
ー
ル
（
ク
ラ
ス
タ
ー
に
つ
い
て
の
理
解
、
活
動
計
画
策
定
、

モ
ニ

タ
リ
ン
グ
を
通
じ
て
計
画
、
実
施
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
）
以
後
に
生
じ
て
く
る
個

別
の

課
題
（
例
：
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
や
り
た
い
等
）
に
対
処
す
る
資
金
的
余
裕
が
な

い
。

 

ス
テ
ー
ク

ホ
ル
ダ
ー

の
関
係
 

専
門

家
と

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

の

関
係

は
良

好
か

。
 

相
互

に
信

頼
関

係
が

醸
成

さ
れ

て

い
る

か
。

相
互

の
満

足
度

は
高

い

か
。

 

関
係

者
間

の
相

互
の

信
頼

関
係

が

醸
成

さ
れ

て
い

る
か

を
確

認
す

る
。
 

日
本

人
側
の

C
/
P
の
関
与
、
活
動
に
対
す
る
満
足
度
は
高
い
。
 

フ
ィ

リ
ピ
ン
側
の
日
本
人
専
門
家
の
指
導
に
対
す
る
満
足
度
も
高
く
、
信
頼
関
係
が

醸
成

さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

相
互

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

十

分
に

行
わ

れ
て

い
る

か
。

 

関
係

者
間

の
相

互
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ

ー
シ

ョ
ン

の
頻

度
に

つ
い

て
確

認

す
る

。
 

日
本

人
専

門
家

、
C
/
P
`
 

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

同
士

 

専
門

家
と

C
/
P
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
良
好
で
あ
る
。
 

た
だ

し
、
対
象
ク
ラ
ス
タ
ー
が

2
4
と
多
く
、
日
本
人
専
門
家
と
ひ
と
つ
の
現
場
と

の
接

触
機
会
が
少
な
い
。
 

 
 

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

間
の

役
割

分

担
、
指

揮
系

統
、
連

携
は

良
好

か
。
 

各
レ

ベ
ル
（

中
央
・
リ

ー
ジ

ョ
ン

）

の
関

係
機

関
・

関
係

者
の

役
割

分

担
、

指
揮

命
令

系
統

。
連

携
、

情

報
共

有
体

制
は

良
好

か
。

 

指
揮

命
令

系
統

や
役

割
分

担
が

で

き
る

体
制

が
構

築
さ

れ
て

い
る

か

を
確

認
す

る
。

 

中
央

が
プ
ロ
グ
ラ
ム
全
体
を
統
括
し
、
リ
ー
ジ
ョ
ン
が
地
域
の
ク
ラ
ス
タ
ー
を
管
理

し
、
州
職
員
は
各
ク
ラ
ス
タ
ー
に
メ
ン
バ
ー
と
し
て
入
る
な
ど
役
割
分
担
が
明
確
に

な
さ

れ
て
い
る
。
 

ま
た

、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
も
頻
繁
に
行
わ
れ
て
お
り
指
揮
命
令
、
情
報
共
有
に

関
し

て
も
問
題
が
な
い
。
 

 
 

D
T
I
と

他
関

連
省

庁
と

の
連

携
は

ど
う

か
。

他
関

連
省

庁
の

役
割

は

 
R
D
C
の
決
議
、
D
T
I
の
ほ
か
、
農
業

省
、
科
学
技
術
省
な
ど

1
0
の
省
庁

が
協
調
し
て
、

貧
困

削
減
、
雇
用
創
出
な
ど
の
課
題
に
取
り
組
む
こ
と
を
目
的
と
し
た

M
O
U
に
よ
り
、
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明
確

か
。

 
他

関
連
省
庁
と
の
連
携
が
よ
く
な
さ
れ
て
い
る
。
 

農
業

省
は
生
産
に
係
る
分
野
、
D
T
I
は
加
工
か
ら
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
に
係
る
分
野
の

支
援

な
ど
、
そ
の
役
割
も
明
確
で
あ
る
。
 

相
手
国
実

施
機
関
の

オ
ー
ナ
ー

シ
ッ
プ
 

適
切

な
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト

（
C
/
P
）

が
配

置
さ

れ
て

い
る

か
。
 

十
分

な
数

の
C
/
P
が

配
置

さ
れ

て

い
る

か
。

C
/
P
は

主
体

的
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
参

加
し

て
い

る

か
。

 

各
レ

ベ
ル

の
C
/
P
の

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

関
与

の
度

合
い

を
確

認
す

る
。

技
術

、
役

職
、
役

割
か

ら
み

た
適

切

な
C
/
P
か

確
認

。
 

数
の

面
で
も
、
能
力
の
面
で
も
十
分
な

C
/
P
の

配
置
が
な
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

D
T
I
-
R
O
D
G
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
状

況
を

十
分

に
把

握
し

て
い

る

か
。

 

 
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
、
マ
ネ
ジ
ャ
ー
は
新
し
い
。
し
か
し
、
A
s
s
i
s
t
a
n
t 

S
e
c
r
e
t
a
r
i
a
t
の
サ
ポ
ー
ト
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
個
人
的
の
把
握
は
ま
だ
不
十
分

な
面

が
あ
る
が
、
組
織
と
し
て
は
問
題
な
く
動
い
て
い
る
。
 

 

 
 

先
方

予
算

は
計

画
ど

お
り

確
保

、
支
出

さ
れ

て
い

る
か

。
 

 
 

2
0
1
2
年
度
、
2
0
1
3
年
度
と
も
に
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
推
進
活
動
の
た

め
の

予
算
を
確
保
し
て
お
り
問
題
な
い
。
 

 
リ

ー
ジ

ョ
ン

レ
ベ

ル
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
・

参
加

意
欲

参
加

実
績

・
認

識
 

リ
ー

ジ
ョ
ン
レ
ベ
ル
の

D
T
I
職

員
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
認
識
、
コ
ミ
ッ
ト
メ

ン
ト

は
極
め
て
高
い
。
 

他
ド
ナ
ー

と
の
協
調
 

他
ド

ナ
ー

と
の

協
力

関
係

は
あ

る
か

。
ま

た
協

力
内

容
の

重
複

は
な

い

か
。

 
 

他
ド

ナ
ー

の
協

力
内

容
や

本
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

協
力

関
係

を
確

認

す
る

。
 

G
I
Z
、
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
を
通
し
て
、
ビ
サ
ヤ
に
焦
点
、
E
U
マ
ー
ケ
ッ
ト
に
市
場

開
拓

を
め
ざ
す
支
援
。
観
光
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
共
通
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
を
支

援
し

て
い
る
も
の
も
あ
る
が
、
支
援
内
容
に
重
複
は
な
い
。
 

阻
害
要
因

及
び
貢
献

要
因
 

活
動

進
捗

、
成

果
達

成
、

目
標

達

成
に

阻
害

、
貢

献
す

る
要

因
は

あ

る
か

。
 

【
外

部
条

件
】

国
家

政
策

文
書

に

お
い

て
産

業
ク

ラ
ス

タ
ー

・
ア

プ

ロ
ー

チ
が

重
点

分
野

と
さ

れ
る

。

 

外
務

条
件

を
満

た
し

て
い

る
か

ど

う
か

を
確

認
す

る
。

 

P
D
P
に
お
い
て
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
は
重
要
視
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

【
外

部
条

件
】

対
象

ク
ラ

ス
タ

ー

の
脅

威
と

な
る

よ
う

な
外

部
環

境

の
変

化
が

な
い

。
 

 
対

象
ク
ラ
ス
タ
ー
の
脅
威
と
な
る
よ
う
な
外
部
環
境
の
変
化
は
な
い
。
 

 
 

 
 

そ
の

他
の

阻
害

、
貢

献
要

因
は

あ

る
か

。
 

そ
の

他
の

阻
害

、
貢

献
要

因
が

あ
る

の
か

を
確

認
す

る
。

 

関
連

省
庁
の
地
方
部
局
、
地
方
自
治
体
の
人
事
異
動
が
、
ク
ラ
ス
タ
ー
と
政
府
機
関

と
の

協
力
関
係
に
影
響
す
る
と
の
報
告
が
い
く
つ
か
あ
っ
た
。
地
方
部
局
や
地
方
自

治
体

の
長
や
職
員
の
交
代
が
あ
る
と
、
多
く
の
場
合
、
ク
ラ
ス
タ
ー
は
産
業
ク
ラ
ス

タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
関
す
る
説
明
を
一
か
ら
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
、
そ
れ

が
遅

れ
へ
と
つ
な
が
る
。
こ
れ
に
対
し
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
R
D
C
決
議
を
促
す
、
関

連
省

庁
間
で
連
携
促
進
の
た
め
の

M
O
U
を
結
ぶ
な
ど
公
式
な
形
の
合
意
文
書
を
取
り

付
け

る
こ
と
に
よ
り
既
に
対
処
を
し
て
い
る
が
、
同
様
の
対
処
は
今
後
と
も
継
続
し

て
な

さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
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 妥

当
性

 

評
価

項
目

 
評

価
設

問
 
 

判
断

基
準

・
方
法

 
 

結
 

果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

必
要
性
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
上

位
目

標
は

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

一

致
し

て
い

る
か

。
 

ニ
ー

ズ
と

上
位

目
標

及
び

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
関

連
性

を
確

認
 

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
関

係
者

が
何

を

便
益

と
し

て
い

る
か

。
 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
質
問
票
に
よ
り
確
認
さ
れ
た
。
 

・
 

D
T
I
職
員
、
ク
ラ

ス
タ
ー
メ
ン
バ
ー
な
ど
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
係
る
能
力
向

上
に
対
す
る
ニ
ー
ズ
が
高
い
こ
と
。
 

・
 

講
義
形
式
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
で
の
技
術
移
転
が
彼
ら
の
ニ
ー
ズ
に
適
切

に
対
処
し
て
お
り
、
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
対

象
地

域
・
社

会
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
。

 

ニ
ー

ズ
と

上
位

目
標

及
び

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
目

標
と

の
関

連
性

を
確

認
 

フ
ィ
リ
ピ
ン
で
は
、
低
い
産
業
競
争
力
、
低
水
準
の
人
材
開
発
、
資
源
活
用
へ
の
不

十
分
な
取
り
組
み
が
包
摂
的
成
長
を
阻
害
す
る
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

（
P
D
P
2
0
1
1
-
2
0
1
6
）
 

優
先
度
 

上
位

目
標

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
国

家
開

発
計

画
、

産
業

開
発

セ

ク
タ

ー
計

画
、

そ
の

他
の

産
業

開
発

関
連

政
策

に
照

ら
し

て
妥

当
で

あ

る
か

。
 

政
策

と
上

位
目

標
及

び
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

と
の

関
連

性
を

確
認

 

中
期
開
発
計
画
（
P
D
P
）
2
0
1
1
-
20
1
6
に
お
い
て
、
産
業
の
競
争
力
強
化
、
経
済
成
長

の
加
速
化
、
貧
困
削
減
、
雇
用
の
創
出
の
た
め
に
、
中
期
目
標
と
し
て
①
ビ
ジ
ネ
ス

環
境
整
備
、
②
生
産
性
・
効
率
性
向
上
、
③
消
費
者
満
足
度
の
向
上
（
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
品
質
向
上
）
、
を
掲
げ
て
お
り
、
特
に
②
生
産
性
・
効

率
性
向
上
に
資
す
る

た
め
に
「
中
小
零
細
企
業
支
援
」
並
び
に
「
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ

の
活

用
」
を
重
視
し
て
い
る
。
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
日

本
の

援
助
政

策
、

J
I
C
A
国

別
事

業
実

施
計

画

に
照

ら
し

て
整

合
性

は
あ

る
か

。
 

政
策

と
上

位
目

標
及

び
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

と
の

関
連

性
を

確
認

 

外
務
省
「
国
別
援
助
方
針
」
（
2
0
1
2
年
）
に
お
い
て
、
P
D
P
2
0
1
1
-
2
0
1
6
が
目
標
と

す
る
包
摂
的
成
長
の
実
現
に
向
け
た
経
済
協
力
を
実
施
す
る
こ
と
を
援
助
の
基
本

方
針
（
大
目
標
）
と
し
て
い
る
。
持
続
的
経
済
成
長
に
必
要
な
国
内
外
か
ら
の
投
資

促
進
に
向
け
、
産
業
人
材
の
育
成
、
行
政
能
力
の
向
上
を
含
む
支
援
を
行
う
こ
と
を

重
点
分
野
の
ひ
と
つ
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。
 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
P
D
P
で
も
言
及
の
あ
る
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
係
る
産
業
人
材

育
成
、
行
政
能
力
向
上
に
寄
与
す
る
も
の
で
あ
り
、
整
合
性
が
あ
る
。
 

手
段
と
し

て
の
適
切

性
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
の

産
業

開
発

分

野
の

開
発

課
題

に
対

す
る

効

果
を

上
げ

る
戦

略
と

し
て

適

切
だ

っ
た

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

は
適

切
で

あ
っ

た
か

。
 

対
象

、
地

域
の

適
切

な
選

択
か

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
彼

ら
の

ニ
ー

ズ

に
応

え
る

も
の

か
を

確
認

 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
質
問
票
に
よ
り
確
認
さ
れ
た
。
 

・
 

講
義
形
式
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
で
の
技
術
移
転
が
彼
ら
の
ニ
ー
ズ
に
適
切

に
対
処
し
て
お
り
、
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
 

 
 

他
ド

ナ
ー

と
の

援
助

協
調

に
お

い
て

、

ど
の

よ
う

な
相

乗
効

果
が

あ
っ

た
か

。

他
ド

ナ
ー

の
動

向
確

認
 

特
記

す
べ
き
事
項
な
し
 

        

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

正
か

（
対

象
・

規
模

）
。

 
選

定
の

基
準

と
な

っ
た

政
策

、
方

針
、

認
識

な
ど

を
確

認
す

る
。

 

R
D
C
に

お
け

る
重

点
産

業
の

施
策

、

認
識

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
選
定
は
、
D
T
I
政
策
の
優
先
度
と

R
D
C
を
中
心

と

し
た
地
方
の
ニ
ー
ズ
双
方
を
考
慮
し
決
定
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

対
象
ク
ラ
ス
タ
ー
の
多
く
は
、
P
D
P
に
記
載
の
優
先
業
種
、
鉱
業
、
観
光
、
農
業
関

連
産
業
、
業
務
プ
ロ
セ
ス
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
（
I
T
）
と
な
っ
て
い
る
。
国
の
政
策

と
地
元
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
適
切
な
タ
ー
ゲ
ッ
ト
ク
ラ
ス
タ
ー
の
選
定
で
あ
っ
た
。
 

 ま
た
、
D
T
I
は
産

業
の
優
先
順
位
づ
け
に
お
い
て
、
以
下
の
条
件
を
採
用
し
て
い
る
。
 

・
 

研
究
と
改
革
に
対
す
る
意
欲
・
関
心
の
度
合
い
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・
 

技
術
面
ニ
ー
ズ
 

・
 

実
施
/
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
ス
キ
ー
ム
 

・
 

事
業
成
長
可
能
性
、
競
争
力
、
等
 

（
質

問
票
へ
の

D
T
I
回
答
よ
り
）
 

 
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

以
外

へ
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

の
波

及
性

は
あ

る
か

。
 

活
動

拡
大

に
係

る
コ

ン
セ

プ
ト

、
ビ

ジ
ョ

ン
 

既
に
、
N
I
C
C
E
P
で
獲
得
し
た
知
識
・
技
術
を
他
の
産
業
振
興
活
動
に
適
用
し
て
い
る

D
T
I
地
方
及
び
州
職
員
が
い
る
が
、
今
の
と
こ
ろ
個
々
の
動
き
。
 

D
T
I
は
下
記
の
コ
ン
セ
プ
ト
、
ビ
ジ
ョ
ン
を
も
っ
て
い
る
。
（
質
問
票
へ
の

D
T
I
回

答
よ
り
）
 

支
援
対
象
の
ク
ラ
ス
タ
ー
数
を
増
や
し
、
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
を
拡
大
さ
せ
る
。
ま
た

産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
の
産
業
振
興
政
策
の
中
で
の
主
流
化
を
め
ざ
す
。
 

産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
よ
る
産
業
振
興
は
地
方
レ
ベ
ル
で
政
府
機
関
、
民
間
セ
ク
タ

ー
、
研
究
機
関
の
協
力
体
制
を
通
し
て
行
わ
れ
る
。
 

支
援
政
策
と
協
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
下
記
の
よ
う
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
学
習
シ
ス

テ
ム
に
焦
点
；
 

・
 

ク
ラ
ス
タ
ー
と
グ
ロ
ー
バ
ル
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
リ
ン
ケ
ー
ジ
促
進
 

・
 

技
術
と
経
営
ス
キ
ル
開
発
 

・
 

起
業
、
中
小
起
業
支
援
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
促
進
 

・
 

道
路
な
ど
イ
ン
フ
ラ
設
備
へ
の
ア
ク
セ
ス
改
善
 

 
 

日
本

の
技

術
の

比
較

優
位

性
は

あ
る

か
。

 

J
I
C
A
の

産
業

開
発

関
連

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
経

験
は

生
か

さ

れ
て

い
る

か
。

 

D
I
C
C
E
P
の

経
験

の
活

用
状

況
を

確

認
す

る
。

 

D
I
C
C
E
P
終
了
後
評
価
の
提
言
、
教
訓
に
以
下
の
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
本
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
も
、
そ
れ
ら
が
活
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
観
察
さ
れ
た
。
 


 

教
室
型
→
現
場
の

2
段
階
が
効

果
的
で
あ
っ
た
。
 


 

ク
ラ
ス
タ
ー
の
行
動
計
画
策
定
に
お
い
て
、
現
実
的
で
実
現
可
能
な
計
画
と
な

る
よ
う
再
三
に
わ
た
っ
て
指
導
し
た
こ
と
が
成
功
に
つ
な
が
っ
た
。
 

 ワ
ー
ク
プ
ラ
ン
（
和
）
 

D
I
C
C
E
P
か
ら
得
ら
れ
た
教
訓
に
よ
り
、
以
下
の

4
点
を
重
視
し
て
実
施
；
①
合
意
形

成
、
納
得
を
通
じ
て
の
関
係
者
間
の
連
携
体
制
の
構
築
、
②
実
現
性
の
あ
る
実
行
計

画
策
定
と
、
実
施
プ
ロ
セ
ス
で
の
定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
、
③
市
場
満
足

を
目
的
と
す
る
活
動
、
④
多
様
な
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
対
し
、
適
切
で
柔
軟
な
対
応
 

 ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
で
は
、
D
I
C
C
E
P
の
経
験
が
説
明
さ
れ
、
同
時
に

D
I
C
C
E
P
の
経
験

を
取
り
ま
と
め
た
冊
子
、
D
I
C
C
E
P
で
使
用
さ
れ
た
マ
ニ
ュ
ア
ル
が
配
布
さ
れ
て
い

て
、
そ
れ
ら
の
経
験
・
情
報
共
有
に
対
す
る
ク
ラ
ス
タ
ー
メ
ン
バ
ー
か
ら
の
評
価
は

非
常
に
高
い
。
ま
た
、
D
I
C
C
E
P
の
成
功
が
ク
ラ
ス
タ
ー
メ
ン
バ
ー
か
ら
も
高
く
評
価

さ
れ
て
お
り
、
そ
の
評
価
が
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
対
す
る
信
頼
感
に

つ
な
が
り
、
関
係
者
の
参
加
を
促
し
て
い
る
こ
と
が
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
、
質
問
票
回
答

な
ど
か
ら
読
み
取
れ
た
。
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 そ

の
他
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

以
降

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

と
り

ま
く

環
境
（

政
策

、

経
済

、
社

会
な

ど
）

の
変

化
は

あ
っ

た
か

。
D
T
I
次

官
交

代
等

に
伴

う
、

政
策

面
、

人
事

面
含

め
た

実
施

体
制

に
変

化
、

問
題

は
生

じ
て

い
な

い

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

開
始

後
の

プ
ロ

ジ

ェ
ク

ト
を

と
り

ま
く

環
境

（
政

策
、

経
済

、
社

会
な

ど
）
の

変
化

の
有

無

を
確

認
す

る
。

 

D
T
I
次
官
交
代
な
ど
に
伴
う

D
T
I
政
策
、
実
施
体
制
な
ど
に
影
響
は
で
な
い
で
あ
ろ

う
こ
と
が
確
認
さ
れ
た
。
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 有

効
性

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問
 

判
断

基
準

・
方
法

 
結

 
果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標

の
達
成
度
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
る

か
。
（

見
込

み
）
 

達
成

見
込

み
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
指

標
を

確

認
す

る
。

 

＜
ク

ラ
ス
タ
ー
レ
ベ
ル
で
の
能
力
向
上
＞
 

講
義

形
式
、
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
形
式
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
、
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・

ア
プ

ロ
ー
チ
に
必
要
な
知
識
、
ス
キ
ル
が
適
切
に
提
供
さ
れ
、
関
連
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー

の
個
々
の
能
力
向
上
が
な
さ
れ
た
。
ク
ラ
ス
タ
ー
組
織
を
形
成
す
る
過
程
、
ま

た
形

成
後
の
計
画
段
階
に
お
い
て
、
協
同
作
業
に
よ
り
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
分
析
、

ビ
ジ
ネ
ス
環
境
分
析
、
取
り
組
む
べ
き
課
題
の
優
先
順
位
づ
け
な
ど
の
課
題
に
取
り

組
ん
だ
。
多
く
の
メ
ン
バ
ー
間
に
お
け
る
合
意
形
成
プ
ロ
セ
ス
は
、
メ
ン
バ
ー
に
と

っ
て
困
難
な
作
業
で
あ
っ
た
が
、
こ
の
プ
ロ
セ
ス
は
個
々
人
の
能
力
向
上
だ
け
で
な

く
、
メ
ン
バ
ー
が
チ
ー
ム
と
し
て
機
能
し
、
共
同
し
て
行
動
す
る
と
い
う
組
織
と
し

て
の
能
力
向
上
に
も
寄
与
し
た
。
こ
れ
ら
の
能
力
向
上
は
、
メ
ン
バ
ー
自
身
も
認
識

し
高
く
評
価
を
し
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
達
成
し
た
成
果
の
ひ
と
つ
と
し
て
高

く
評
価
で
き
る
。
 

一
方
、
こ
の
ク
ラ
ス
タ
ー
の
計
画
段
階
に
お
け
る
合
意
形
成
プ
ロ
セ
ス
は
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
全
体
の
遅
れ
の
原
因
と
も
な
っ
て
お
り
、
能
力
向
上
、
つ
ま
り
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

の
有
効
性
を
限
定
的
な
も
の
に
し
て
い
る
。
こ
の
遅
れ
に
よ
り
、
ク
ラ
ス
タ
ー
が
実

施
に
か
け
る
時
間
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
そ
の
実
施
の
レ
ビ
ュ
ー
を
行
う
十
分
な
機

会
、
そ
れ
ら
か
ら
得
ら
れ
る
能
力
向
上
機
会
を
制
限
し
て
い
る
。
例
え
ば
、
ど
の
よ

う
に
し
た
ら
ク
ラ
ス
タ
ー
は
よ
り
具
体
的
な
成
果
、
メ
ン
バ
ー
に
と
っ
て
の
便
益
を

生
み
出
す
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
検
証
す
る
こ
と
、
そ
し
て
そ
の
便
益
を
他
の
ク
ラ

ス
タ
ー
に
好
例
と
し
て
示
し
て
い
く
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。
 

 ＜
D
T
I
（
N
P
M
O
）
の
能
力
向
上
＞
 

N
P
M
O
は
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
を
策
定
し
、
ま
た
そ
の
計
画
に
沿
っ
て
活
動
を
実
施
し
て
お

り
、
D
T
I
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
継
続
的
に
促
進
・
展
開
す
る
た
め

の
能
力
向
上
は
あ
る
程
度
な
さ
れ
た
と
い
え
る
。
一
方
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も

D
T
I
が
継
続
的
に
参
照
、
使
用
可
能
な
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
と
す
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
後
半
に
お
い
て
更
な
る
技
術
移
転
が
望
ま
れ
る
。
 

 
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

値
の

設
定

は

適
切

か
。

 

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

と
の

比
較

を
行

う
。
 

他
の

類
似

案
件

と
の

比
較

を
行

う
。
 

中
間

レ
ビ
ュ
ー
時
点
で
は
具
体
的
な
目
標
値
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
。
 

因
果
関
係
 

 
 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
貢

献

し
て

い
る

か
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
は

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
よ

っ

て
引

き
起

こ
さ

れ
た

も
の

か
）

。
 

3
つ

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

達
成

さ
れ

れ
ば

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成

す
る

と
い

う
論

理
に

無
理

が
な

い

か
。

 

P
D
M
の
成
果
が
達
成
さ
れ
れ
ば
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
が
達
成
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ

る
。
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そ
の

他
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
の

た
め

に
必

要
な

要
因

は
あ

る
か

。
要

因
の

有
無

を
確

認
す

る
。

 
関

連
省
庁
、
地
方
政
府
、
学
術
機
関
、
民
間
セ
ク
タ
ー
か
ら
の
協
力
関
係
が
必
要
で

あ
る

。
 

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
か

ら
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

に
変

更
は

な
い

か
、

外
部

条
件

の
影

響
は

あ
っ

た
か

。
 

【
外

部
条

件
】
対

象
ク

ラ
ス

タ
ー

の

脅
威

と
な

る
よ

う
な

外
部

環
境

の

変
化

が
な

い
。

 

外
部

条
件

の
変

化
の

有
無

を
確

認

す
る

。
 

特
に
変
化
な
し
。
 

 
 

そ
の

他
の

外
部

条
件

は
あ

る
か

。
 

外
部

条
件

の
有

無
 

特
に

な
し
。
 

                               

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
阻

害
・

貢
献

要
因

は
何

か
。

 

ク
ラ

ス
タ

ー
が

機
能

す
る

要
因

、
機

能
し

な
い

要
因

は
な

に
か

。
 

D
T
I
地

方
部

局
の

役
割

、
中

央
・

地

方
の

連
携

、
関

係
者

の
役

割
な

ど
の

比
較

・
分

析
 

＜
民
間
セ
ク
タ
ー
主
導
型
活
動
＞
 

民
間
セ
ク
タ
ー
か
ら
の
積
極
的
な
参
加
は
、
民
間
セ
ク
タ
ー
の
ニ
ー
ズ
反
映
に
つ
な

が
り
、
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
お
け
る
効
果
的
な
ク
ラ
ス
タ
ー
組
織
づ

く
り
、
計
画
策
定
、
実
施
に
貢
献
し
て
い
る
こ
と
が
観
察
さ
れ
た
。
 

 ＜
関
係
省
庁
、
地
方
自
治
体
、
学
術
機
関
、
民
間
セ
ク
タ
ー
と
の
協
力
関
係
＞
 

ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
お
い
て
、
関
係
省
庁
、
地
方
自
治
体
、
学
術
機
関
、

民
間
セ
ク
タ
ー
の
適
切
な
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
を
巻
き
込
む
こ
と
に
よ
り
、
資
金
、

技
術
的
ア
ド
バ
イ
ス
、
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
な
ど
、
外
部
か
ら
の
協
力
が
得
や
す
く
な
っ

て
い
る
。
ま
た
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
、
R
D
C
に
対
し
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ

ロ
ー
チ
を
有
効
な
施
策
と
し
て
捉
え
る
こ
と
、
N
I
C
C
E
P
対
象
ク
ラ
ス
タ
ー
の
産
業
を

地
方
の
重
要
産
業
と
す
る
こ
と
を
計
画
に
取
り
入
れ
て
い
る
が
、
R
D
C
へ
の
働
き
か

け
が
、
地
方
政
府
、
他
省
庁
と
の
連
携
強
化
に
有
効
な
手
段
で
あ
る
こ
と
が
確
認
さ

れ
た
。
 

 ＜
ク
ラ
ス
タ
ー
活
動
に
係
る
計
画
と
合
意
形
成
プ
ロ
セ
ス
＞
 

各
ク

ラ
ス

タ
ー

の
戦

略
や

実
行

計
画

立
案

に
お

け
る

合
意

形
成

に
は

計
画

以
上

の

時
間
が
か
か
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
プ
ロ
セ
ス
は
、
メ
ン
バ
ー
の
ビ
ジ
ネ
ス
環
境
、

問
題
分
析
手
法
の
習
得
な
ど
個
々
の
能
力
強
化
に
貢
献
し
た
ほ
か
、
合
意
形
成
の
過

程
が
共
同
作
業
の
場
を
提
供
し
、
ク
ラ
ス
タ
ー
が
よ
り
チ
ー
ム
と
し
て
機
能
す
る
よ

う
に
な
る
な
ど
組
織
強
化
の
面
で
も
貢
献
し
た
。
 

 ＜
そ
の
他
＞
 

・
 

産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
テ
ー
マ
が
産
官
学
で
取
り
組
め
る
問
題
か
。
 

・
 

良
い
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
タ
ー
が
い
る
こ
と
（
D
T
I
に

限
ら
な
い
、
民
間
、
大
学
で
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も
あ
り
得
る
）
 

 
ク

ラ
ス

タ
ー

関
係

者
が

便
益

を
得

て
い

る
・
実

感
し

て
い

る
、
し

て
い

な
い

要
因

は
な

に
か

。
 

ク
ラ

ス
タ

ー
関

係
者

の
便

益
認

識

と
そ

の
要

因
分

析
 

民
間

セ
ク
タ
ー
か
ら
の
参
加
者
は
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
能
力
向
上
、

策
定

さ
れ
た
計
画
を
便
益
と
受
け
取
っ
て
い
る
者
が
多
い
。
 

一
方

、
D
T
I
職
員
は
ク
ラ
ス
タ
ー
化
に
よ
り
他
省
庁
か
ら
協
力
を
得
ら
れ
る
こ
と
を

ク
ラ

ス
タ
ー
か
ら
得
ら
れ
る
便
益
と
受
け
取
っ
て
い
る
傾
向
が
み
ら
れ
た
。
 

 日
本

人
専
門
家
に
よ
る
と
、
計
画
策
定
で
終
わ
ら
せ
ず
に
実
行
さ
せ
る
、
小
さ
な
こ

と
で

い
い
か
ら
実
行
さ
せ
る
こ
と
が
達
成
感
に
つ
な
が
る
と
し
て
い
る
。
あ
る
程
度

は
基

準
に
合
わ
な
く
て
も
や
ら
せ
る
。
 

 
そ

の
他

の
阻

害
・
貢

献
要

因
は

な
い

か
。

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
阻

害
・

貢
献

要
因

の
有

無
 

＜
政

府
機
関
に
お
け
る
人
事
配
置
転
換
＞
 

関
連

省
庁
の
地
方
部
局
、
地
方
自
治
体
の
人
事
異
動
が
、
ク
ラ
ス
タ
ー
と
政
府
機
関

と
の

協
力
関
係
に
影
響
す
る
と
の
報
告
が
い
く
つ
か
あ
っ
た
。
地
方
部
局
や
地
方
自

治
体

の
長
や
職
員
の
交
代
が
あ
る
と
、
多
く
の
場
合
、
ク
ラ
ス
タ
ー
は
産
業
ク
ラ
ス

タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
に
関
す
る
説
明
を
一
か
ら
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
、
そ
れ

が
遅

れ
へ
と
つ
な
が
る
。
こ
れ
に
対
し
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
R
D
C
決
議
を
促
す
、
関

連
省

庁
間
で
連
携
促
進
の
た
め
の

M
O
U
を
結
ぶ

な
ど
公
式
な
形
の
合
意
文
書
を
取
り

付
け

る
こ
と
に
よ
り
既
に
対
処
を
し
て
い
る
が
、
同
様
の
対
処
は
今
後
と
も
継
続
し

て
な

さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
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 効

率
性

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問
 

判
断

基
準

・
方
法

 
結

 
果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
の
達

成
度
 

 
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
ど

の
程

度
達

成
さ

れ
た

か
。

 

 
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
計

画
ど

お
り

達

成
し

て
い

る
か

。
阻

害
要

因
が

あ
る

と
す

れ
ば

何
か

。
 

実
績

と
計

画
（

目
標

値
）

の
比

較
 

阻
害

要
因

の
有

無
 

多
く
の
ク
ラ
ス
タ
ー
の
計
画
策
定
（
そ
の
結
果
、
活
動
実
施
の
開
始
）
に
お
い
て
遅

れ
が
み
ら
れ
る
。
そ
の
主
な
要
因
と
し
て
、
メ
ン
バ
ー
間
の
計
画
策
定
な
ど
に
お
け

る
合
意
形
成
に
時
間
に
想
定
以
上
の
時
間
が
か
か
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
 

そ
の
ほ
か
に
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
期
間
中
に
、
関
連
省
庁
地
方
事
務
所
、
地
方

政
府
に
お
け
る
人
事
異
動
が
あ
り
、
そ
の
た
め
彼
ら
に
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
つ
い
て

一
か
ら
の
説
明
が
必
要
と
な
り
遅
れ
が
発
生
し
た
と
す
る
ク
ラ
ス
タ
ー
が
い
く
つ

か
あ
っ
た
。
健
康
産
業
/
医
療
観
光
（
H
e
a
lt
h
 &
 W
e
l
l
n
e
s
s
：
H
&
W
）
ク
ラ
ス
タ
ー
は

異
な
る
産
業
セ
ク
タ
ー
メ
ン
バ
ー
か
ら
構
成
さ
れ
る
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
運
営
の
難

し
さ
（
ビ
ジ
ョ
ン
、
事
業
の
方
向
性
、
優
先
度
な
ど
に
関
す
る
合
意
形
成
）
、
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
を
行
う
際
の
移
動
の
大
変
さ
か
ら
く
る
遅
れ
に
つ
い
て
指
摘
し
て
い

る
。
ミ
ン
ダ
ナ
オ
の
ク
ラ
ス
タ
ー
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
後
に

N
I
C
C
E
P
の
対
象
ク

ラ
ス
タ
ー
と
し
て
追
加
さ
れ
た
た
め
、
そ
れ
に
よ
る
遅
れ
も
あ
っ
た
。
 

各
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

指
標

の
設

定

レ
ベ

ル
は

適
切

か
。

 

指
標

の
設

定
レ

ベ
ル

の
妥

当
性

 
目

標
値
の
設
定
は
妥
当
で
あ
っ
た
。
 

因
果
関
係
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

必
要

十
分

な
活

動
で

あ
っ

た
か

。
 

 
活

動
と

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
状

況
の

分
析

 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
開
始
後
の
ク
ラ
ス
タ
ー
数
の
増
加
が
あ
っ
た
。
こ
の
増
加
が
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ
ー
ム
と
ク
ラ
ス
タ
ー
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
等

に
影
響
し
、
遅
れ
の
一
原
因
と
な
っ
た
可
能
性
は
否
定
で
き
な
い
。
 

 
達

成
さ

れ
た

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か

ら
見

て
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ
は

適
切

か
。

 

 
 

日
本

人
専

門
家

派
遣

人
数

、
専

門
分

野
、

派
遣

時
期

、
期

間
は

適
切

か
。

日
本

人
専

門
家

派
遣

人
数

、
専

門
分

野
、

派
遣

時
期

、
期

間
の

適
切

性
 

日
本
人
専
門
家
の
派
遣
人
数
、
専
門
分
野
、
派
遣
時
期
、
期
間
は
お
お
む
ね
計
画
ど

お
り
に
実
施
さ
れ
た
。
ま
た
、
そ
の
質
に
つ
い
て
も
フ
ィ
リ
ピ
ン
側
の
満
足
度
が
高

い
。
 

 
 

供
与

機
材

の
仕

様
、
種

類
、
量

、
導

入
時

期
は

適
切

か
。

 

供
与

機
材

の
仕

様
、
種

類
、
量

、
導

入
時

期
の

適
切

性
 

計
画

ど
お
り
供
与
機
材
は
な
し
。
 

 
 

 
 

本
邦

研
修

、
在

外
研

修
の

派
遣

人

数
、
資

格
、
分

野
、
研

修
内

容
、
研

修
期

間
、

受
入

時
期

は
適

切
か

。
 

本
邦

研
修

、
在

外
研

修
の

派
遣

人

数
、
資

格
、
分

野
、
研

修
内

容
、
研

修
期

間
、

受
入

時
期

の
適

切
性

 

本
邦

研
修
は
予
定
ど
お
り
実
施
さ
れ
た
。
 

 
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
側

の
C
/
P
の

人
数

、
配

置
状

況
、

能
力

は
適

切
か

。
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
側

の
C
/
P
の

人
数

、
配

置
状

況
、

能
力

の
適

切
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の
任
命
は

2
0
1
3
年

8
月
と
予
定
よ
り
遅
れ
た
が
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
大
き
な
影
響
は
出
て
い
な
い
。
 

 
 

 
 

日
本

側
の

現
地

活
動

費
は

適
切

か
。

日
本

側
の

現
地

活
動

費
の

適
切

性
 

現
地
活
動
費
は
予
定
ど
お
り
支
出
さ
れ
て
い
る
。
 

 
 

 
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
側

の
予

算
配

分
は

適

切
か

。
 

フ
ィ

リ
ピ

ン
側

の
予

算
配

分
の

適

切
性

 

フ
ィ

リ
ピ
ン
側
の
予
算
措
置
は
適
切
に
な
さ
れ
て
い
る
。
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 プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
実

施
プ
ロ
セ

ス
の
効
率

性
に
影
響

を
与
え
て

い
る
要
因
 

ロ
ー

カ
ル

資
源

を
有

効
に

活
用

し
て

い
る

か
。

 

既
存

の
組

織
、
施

設
な

ど
を

有
効

に

活
用

し
て

い
る

か
。

 

既
存

の
組

織
、
施

設
な

ど
の

利
用

状

況
を

確
認

す
る

。
 

D
T
I
は
加
工
等
に
係
る
共
同
設
備
（
S
h
a
r
e
d
 
S
e
r
v
i
c
e
 
F
a
c
i
l
i
t
y
：
S
S
F
）
に
つ
い

て
の
予
算
を
確
保
、
各
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
は

S
S
F
を
活
用
し
て
い
る
。
 

過
去

の
類

似
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成

果
を

活
用

し
て

い
る

か
。

 

過
去

の
類

似
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成

果
の

利
用

状
況

を
確

認
す

る
。

 

D
I
C
C
E
P
か
ら
得
ら
れ
た
教
訓
に
よ
り
、
以
下
の

4
点
を
重
視
し
て
実
施
（
ワ
ー
ク
プ

ラ
ン

）
；
①
合

意
形
成
、
納
得
を
通
じ
て
の
関
係
者
間
の
連
携
体
制
の
構
築
、
②
実

現
性

の
あ
る
実
行
計
画
策
定
と
、
実
施
プ
ロ
セ
ス
で
の
定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・

評
価

、
③
市
場
満
足
を
目
的
と
す
る
活
動
、
④
多
様
な
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
対
し
、

適
切

で
柔
軟
な
対
応
 

そ
の

他
効

率
性

の
阻

害
し

た
要

因
は
あ

る
か

。
 

 
 

阻
害

、
貢

献
要

因
の

有
無

 
活

動
1
-
1
に
お

い
て
、
D
T
I
と
関
連
機
関
の
現
状
分
析
は
あ
る
程
度
な
さ
れ
て
い
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
に
対
応
す
る
成
果
で
あ
る
現
状
分
析
に
関
す
る
文
書
化
が

な
さ
れ
て
い
な
い
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
が
適
切
に

P
D
M
、
P
O
を
参
照
し
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
運
営
を
行
っ
て
い
れ
ば
防
ぐ
こ
と
が
で
き
た
と
考
え
ら
れ
る
。
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 イ

ン
パ

ク
ト

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問
 

判
断

基
準

・
方
法

 
結

 
果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

上
位
目
標

の
達
成
見

込
み
 

上
位

目
標

は
達

成
さ

れ
る

見
込

み

か
 

 事
後

の
評

価
で

効
果

の
検

証
が

で

き
る

か
？

指
標

が
適

切
か

？
 

産
業

育
成

の
ツ

ー
ル

と
し

て
、

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
が

全
国

各
地

で
実

践
（

複
製

）

さ
れ

る
こ

と
 

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・
ア

プ
ロ

ー
チ

の

複
製

に
関

す
る

動
向

を
確

認
す

る
。
 

上
位
目
標
で
あ
る
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
の
複
製
と
い
う
点
に
お
い
て
、

部
分
的
で
あ
る
が
、
既
に
イ
ン
パ
ク
ト
の
発
現
が
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
N
I
C
C
E
P

で
獲
得
し
た
知
識
・
技
術
を
他
の
産
業
振
興
活
動
に
適
用
し
て
い
る

D
T
I
地
方

及
び

州
職
員
が
い
る
。
農
業
省
、
科
学
技
術
省
な
ど
他
省
庁
も
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ

ロ
ー
チ
へ
の
参
加
を
通
し
て
以
前
よ
り

N
I
C
C
E
P
へ
の
関
心
を
強
め
て
い
る
。
こ
れ

ら
の
事
実
は
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
素
晴
ら
し
さ
を
示
す
も
の
と
い
え
る
。
一
方
、
上

記
D
T
I
職
員
の

活
動
は
ま
だ
個
々
の
自
主
的
な
も
の
で
あ
り
、
イ
ン
パ
ク
ト
の
達
成

を
確
か
な
も
の
に
す
る
た
め
に
、
D
T
I
が
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
よ
り

体
系
的
に
促
進
す
る
た
め
の
考
察
を
再
度
行
い
、
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
に
反
映
さ
せ
る
こ

と
が
望
ま
れ
る
。
 

上
位

目
標

達
成

に
よ

り
フ

ィ
リ

ピ
ン

の
産

業
開

発
政

策
等

へ
の

イ
ン

パ

ク
ト

は
見

込
め

る
か

。
 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

政
策

に
与

え

た
イ

ン
パ

ク
ト

を
確

認
す

る
。

 

（
質
問
票
回
答
よ
り
）
 

中
間
レ
ビ
ュ
ー
時
点
で
、
N
I
C
C
E
P
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
よ
る
国
家
政
策
レ
ベ
ル
へ

の
イ
ン
パ
ク
ト
は
出
て
い
な
い
が
、
重
点
セ
ク
タ
ー
に
お
け
る
他
関
連
省
庁
な
ど
と

の
協
調
、
ク
ラ
ス
タ
ー
発
展
に
お
け
る
補
完
的
介
入
が
み
ら
れ
る
。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

か
ら

上
位

計

画
に

至
る

ま
で

の
外

部
条

件
は

現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
。

 

【
外

部
条

件
】

国
家

政
策

文
書

に
お

い
て

産
業

ク
ラ

ス
タ

ー
・

ア
プ

ロ
ー

チ
が

重
点

分
野

と
さ

れ
る

。
 

外
部

条
件

を
確

認
 

現
時
点
に
お
い
て
も
左
記
の
外
部
条
件
は
満
た
さ
れ
て
い
る
。
 

そ
の

他
上

位
目

標
の

達
成

を
阻

害
す

る
要

因
は

な
い

か
。

 
阻

害
要

因
の

有
無

を
確

認
す

る
。

 
現

段
階
で
特
に
な
し
。
 

因
果
関
係
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
が
乖

離
し

て
い

な
い

か
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
が

、
上

位
目

標
の

達
成

に
寄

与
す

る
か

。
 

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

の
比

較
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
が
達
成
さ
れ
れ
ば
、
上
位
目
標
が
達
成
さ
れ
る
可
能
性
は
高
い

と
思
わ
れ
る
。
 

波
及
効
果
 

そ
の

他
の

波
及

効
果

は
あ

る
か

 
そ

の
他

上
位

目
標

以
外

の
正

負

の
効

果
・

影
響

が
あ

る
か

。
 

正
負

の
効

果
・

影
響

の
有

無
 

N
P
M
O
報
告
書
は
い
く
つ
か
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
お
け
る
経
済
活
動
が
、
雇
用
数
増

加
な

ど
、
上
向
き
で
あ
る
こ
と
を
報
告
し
て
い
る
。
そ
れ
ら
の
数
値
の
う
ち

N
I
C
C
E
P

に
よ

る
貢
献
が
ど
の
程
度
で
あ
る
か
を
評
価
す
る
こ
と
は
難
し
い
が
、
N
I
C
C
E
P
が
ク

ラ
ス

タ
ー
内
に
お
け
る
経
済
活
動
を
あ
る
程
度
活
性
化
さ
せ
た
こ
と
は
間
違
い
な

い
と

考
え
ら
れ
る
。
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 自

立
発

展
性

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問
 

判
断

基
準

・
方
法

 
結

 
果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

政
策
・
制

度
面
 

政
策

支
援

は
協

力
終

了
後

も
継

続
さ

れ
る

可
能

性
は

高
い

か
。

 

 
 

政
策

支
援

は
協

力
終

了
後

も
継

続

さ
れ

る
可

能
性

は
高

い
か

を
確

認

す
る

。
 

今
後
と
も
フ
ィ
リ
ピ
ン
産
業
振
興
政
策
は
継
続
し
て
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー

チ
を
採
用
、
促
進
す
る
と
思
わ
れ
る
。
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
地
方
レ
ベ
ル
で
の
政
策
的
支
援
を
得
る
た
め
に

R
D
C
に
適
切

に
働

き
か
け
て
お
り
、
地
方
レ
ベ
ル
に
お
い
て
も
支
援
が
継
続
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
・

サ
イ

ト
で

の
活

動
は
、

そ
の

後
の

広
が

り
を

支
援

す
る

仕
組

み
が

担
保

さ
れ

て
い

る
か

。
 

パ
イ

ロ
ッ

ト
・

サ
イ

ト
で

の
活

動

は
、
そ

の
後

の
広

が
り

を
支

援
す

る

仕
組

み
が

担
保

さ
れ

て
い

る
か

を

確
認

す
る

。
 

各
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
で
も
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
行
政
首
長
や
地
方
開
発
協
議
会
に

そ
れ
ぞ
れ
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
を
重
要
産
業
と
し
て
取
り
上
げ
る
よ
う
に
働
き
か

け
て
い
る
。
 

一
方
、
D
T
I
の
役
割
と
業
務
が
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
に
記
載
さ
れ
る
こ
と
が
今
後
の
広
が

り
を
支
援
す
る
仕
組
み
と
し
て
必
要
で
あ
る
。
 

組
織
面
 

実
施

体
制

・
連

携
体

制
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
も

維
持

さ
れ

る
か

。

現
状

と
そ

の
見

込
み

 

現
状

と
課

題
に

基
づ

い
た

将
来

の

分
析

 

N
I
C
C
E
P
の
活
動
と
は
別
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
産
業
部
門
に

N
a
t
i
o
n
a
l
 
I
n
d
u
s
t
r
y
 

C
l
u
s
t
e
r
 C
o
o
r
d
in
a
t
o
r
を
指
名
、
同

C
o
o
r
d
i
n
a
t
o
r
を
中
心
に

N
I
C
C
E
P
対
象
ク

ラ

ス
タ
ー
以
外
の
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
に
同
ア
プ
ロ
ー
チ
を
展
開
す
る
体
制
と
し
て
お

り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
実
施
体
制
づ
く
り
の
準
備
段
階
と
い
え
る
。
 

一
方
で
、
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
を
継
続
し
て
実
施
し
て
い
く
た
め
に
は
、

具
体
的
な
成
果
が
重
要
な
要
素
と
な
る
。
ク
ラ
ス
タ
ー
に
お
け
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活

動
は
ま
だ
始
ま
っ
た
ば
か
り
で
成
果
を
確
認
す
る
に
は
ま
だ
時
間
が
か
か
り
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
後
半
に
お
い
て
留
意
が
必
要
で
あ
る
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
、

D
T
I
が
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
政
策
で
支
援
す
る
ク
ラ
ス
タ
ー
数
が
増
え
る
こ
と
が
想
定

さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
D
T
I
は
実
施
体
制
を
更
に
強
化
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 
 
 
 

財
政
面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
継

続
に

必
要

な
財

源
は

確
保

さ
れ

て
い

る
か

。

今
後

の
計

画
は

ど
う

か
？

 

 
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
継

続
に

必

要
な

財
源

は
確

保
さ

れ
て

い
る

か

を
確

認
す

る
。

 

2
0
1
3
年
度
に
お
け
る

N
P
M
O
及
び

各
S
P
M
O
の
産
業

ク
ラ
ス
タ
ー
・
ア
プ
ロ
ー
チ
推
進

活
動
の
た
め
の
予
算
を
確
保
し
、
今
後
も
同
様
の
予
算
措
置
は
な
さ
れ
る
と
期
待
で

き
る
。
 

し
か
し
な
が
ら
、
今
後
、
対
象
ク
ラ
ス
タ
ー
数
が
増
え
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
、
そ
れ

に
伴
い
予
算
不
足
の
懸
念
が
残
る
。
 

技
術
面
 

 

D
T
I
-
R
O
D
G
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
な

し
で

も
実

施
可

能
な

ほ
ど

技
術

レ
ベ

ル
が

上
が

っ
て

い
る

か
。

課
題

は
何

か
？

 

現
状

で
の

理
解

度
、
課

題
の

把
握

と

そ
の

対
策

を
確

認
 

地
方
及
び
州
レ
ベ
ル
で
は
、
N
I
C
C
E
P
で
学
ん
だ
こ
と
を
他
の
産
業
支
援
活
動
に
既
に

適
用
し
て
い
る

D
T
I
職
員
も
い
る
。
そ
の
質
は
更
に
向
上
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
が
、

こ
の
よ
う
な
自
発
的
な
姿
勢
、
動
き
は
継
続
し
て
行
わ
れ
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
一

方
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
持
続
性
を
確
か
な
も
の
に
す
る
た
め
に

N
P
M
O
の

能

力
向
上
と
し
て
、
D
T
I
が
果
た
す
べ
き
役
割
と
作
業
項
目
を
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
に
組
み

込
む
よ
う
引
き
続
き
指
導
が
必
要
で
あ
る
。
 

社
会
・
文

化
・
環
境

面
 

社
会

・
文

化
・

環
境

面
に

関
し

て
持

続
的

効
果

を
阻

害
す

る
要

因
は

あ

る
か

。
 

惰
弱

な
リ

ス
ク

グ
ル

ー
プ

へ
の

配

慮
は

で
き

て
い

る
か

を
確

認
す

る
。
 

現
時
点
で
、
社
会
・
文
化
・
環

境
面
に
関
し
て
持
続
的
効
果
を
阻
害
す
る
要
因
は
な

い
。
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 そ

の
他

 

評
価

項
目
 

評
価

設
問
 

判
断

基
準

・
方
法

 
結

 
果
 

大
項

目
 

小
項

目
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
終
了

時
ま
で
の

留
意
点
 

P
D
M
や

指
標

の
内

容
を

見
直

す
必

要
が

あ
る

か
。

 
P
D
M
レ

ビ
ュ

ー
、

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

 
P
D
M
の
指
標
、
特

に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
係
る
指
標
は
、
定
量
的
な
点
に
お
い
て
、

不
明
瞭
で
あ
り
、
見
直
し
の
検
討
が
望
ま
れ
る
。
 

今
後

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

ま
で
に

留
意

し
て

い
か

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

は
何

か
。

 

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

、
質

問
票

 
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
・
管
理
は
、
2
4
と
い
う
数
多
く
の
ク
ラ
ス
タ
ー
を
対
象
に
し
、

ま
た
全
国
展
開
し
よ
う
と
し
て
い
る

N
I
C
C
E
P
に

と
り
重
要
な
点
で
あ
る
。
と
こ
ろ

ど
こ
ろ
で
遅
れ
が
み
ら
れ
る
な
か
、
P
D
M
、
P
O
を
適
切
に
参
照
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

に
よ
り
計
画
と
実
績
の
対
比
を
明
確
に
さ
せ
、
そ
の
結
果
を
活
用
し
た
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
が
重
要
に
な
る
。
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